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平成 5年 9月 30日 

作成の経緯 	 2．豊島区地域保健医療協議会の構成 

昭和60年12月 医療法が改正され、都道府県は医療計画を定める 会長 前田和甫帝京大学医学部教授 

こととされた。 委員 	25名 

平成元年 2月 東京都保健医療計画策定、公示。 学識経験者 5名 

平成 2年11月 厚生省通知により、医療計画の着実な実施・推進 

を図るため、原則として二次医療圏ごとに地域保 

．医療関係者 8名 ( 医師会 4 名、歯科医師会 2名、 

t 薬剤師会1名、都立大塚病院1名ノ 

健医療計画を作成することとされた。 福祉関係者 6名 

平成 4年1月 「地域保健医療計画作成指針」 （都衛生局）が示 行政機関 	6名 	〔消防署1名、区職員 5名〕 

され、特別区の区域では、各区ごとに作成された 

試案を、都が調整の上、二次保健医療圏ごとにま 3，計画（区試案）の概要 

とめることとされた。 別紙参照 

平成 4年 5月 東京都と地域保健医療計画（区試案）の作成並び 

に地域保健医療協議会の設置運営について業務委 4．今後の予定 

託契約を締結。 〇計画原案の作成（都） 

平成 4年 6月 豊島区地域保健医療協議会設置。 〇区市町村の意見照会（都）・区の意見提出（区） 

協議会 	7回 〇東京都医療審議会へ諮問・答申（都） 

部会 	9回 開催 〇計画の決定・公示（都） 	本年12月目途 

平成 5年 7月 「区西北部保健医療圏地域保健医療計画豊島区編」 へ 

答申、東京都へ提出。 



区区互ゴヒ音B イ呆イ建臣ミうl寮匿I土也」導見街乏健医ブ寮

言十 I重丁 く豊島テ巨く：糸隔） く2フ本既三要 

第 1 計画の考え方 

1 計画の趣旨 

； 東京都保健医療計画の着実な実施を図るため、地域の特性や

実情に則した保健医療サービス推進等の具体的施策を定める。 

2 計画の性格 

I 医療法の医療計画の一部であり、区内の保健医療機関・団体

等に対しては、施策推進の方向性を示し、住民に対しては自主

的、積極的な活動を誘引する役割を持っ。 

3 計画の区域 

； 豊島区全域を計画の区域とする。なお、豊島区は区西北部保

健医療圏（豊島区、北区、板橋区、練馬区）に属する。 

4 計画の期間 

； 平成5 年12月（東京都保健医療計画改定時）から 5 年間。 

第 2 計画の課題 

1 人生80年代に対応した健康づくり 

2 地域保健医療システムの確立 

3 豊島区の地域特性への対応 

第 3 地域の概要 

1 地理的条件・人口等 

2 保健医療資源 

3 保健医療従事者  

第 4 保健医療対策の充実 

1 健康づくり対策 

①健康教育の充実 ②健康づくり推進体制の整備 ③健康づくり 

拠点の整備（健康増進センターの設置） ④「心の健康づくり」 

の環境整備 

2 母子保健対策 

①家庭における子育て機能の育成 ②子育てセンター機能の充実

③外国人母子への対応強化 ④小児期からの成人病予防対策

⑤思春期健康教育の充実 

3 学校保健対策 

①健康教育の推進 ②学童健診の充実 ③学校保健会等の活動の

充実による学校・地域・家庭の連携強化 ④学校環境の整備 

4 成人・高齢保健対策 

①健康教育の充実 ②検診事業等の充実（検診内容等の充実、受

診率の向上） ③保健・医療・福祉の連携強化 ④老人保健施設

等の整備 

5 職域保健対策 

①労働安全衛生知識の普及 ②中小企業勤労者の健康診断等への

支援 ③健康づくりの場の提供 

6 歯科保健医療対策 

①歯科保健医療情報の提供 ②歯科保健事業の充実 ③在宅高齢

者歯科訪問診療の充実 ④口腔保健センターの設置 

7 結核・感染症対策 

①知識の普及啓発 ②外国人就学生等外国人対策の充実 ③発生 

時防疫体制の整備 ④駅SA等の院内感染予防の普及啓発 

④「心の健康づくり」 



8 ェイズ対策 

①普及啓発活動の強化 ②相談・検査体制の充実 19 

①食品の安全確保対策の充実 ②小規模給水施設への指導強化

ターミナルケア対策 

9 精神保健医療対策 ①在宅ケアの充実 ②ターミナルケアについての普及啓発 

①心の健康づくりの普及啓発 ②社会復帰対策の推進 ③痴呆性 20 リハビリ医療体制の整備 

高齢者介護の支援強化 ④精神保健連絡協議組織の設置 ①「寝たきり予防」の普及啓発 ②対象者の早期把握システムの 

10 特殊疾病対策 整備 ③通所、訪問リハビリの体系的な整備 
* 

①患者の早期発見及び相談指導の充実 ②在宅療養の支援並びに 

緊急時病床の確保 ③在宅難病患者訪間診療事業の充実 第 5 保健医療機能の連携の推進 

11 障害者保健医療対策 1 保健医療機関の機能分担と連携 

①障害の予防、早期発見、早期療育の推進 ②リハビリ体制の整 2 保健医療機関と薬局の役割分担と機能連携 

備 ③在宅障害者や介護者への支援強化 3 保健医療情報システムの整備 

12 環境公害保健対策 

①保健相談、公害保健福祉事業の充実 ②快適な環境を創造・保 保健医療と福祉の連携に基づく地域ケア体制の整備 

全する施策の展開 ③国への要請 

13 救急医療対策 第 7 保健医療基盤の整備 

①休日診療の拡充 ②応急処置技法の普及啓発 1 保健医療施設の整備 

14 災害医療対策 2 保健医療従事者の資質の向上 

①医療救護班の体制見直し ②医薬品等の備蓄体制の整備 

15 血液の確保対策 第 8 計画の推進 

①献血者確保の普及啓発 ②血液製剤使用の適正化推進 1 計画の周知と情報の提供 

16 医薬品の安全確保対策 2 計画の着実な実施 

①医薬品情報の提供と正しい知識の普及 ②医薬品の適正使用の 3 協議組織の設置 

啓発 4 国等への要望 

17 覚せい剤等薬物乱用防止対策 

①広報・啓発活動の強化 ②保健所等での相談体制の強化 

18 食品等の安全確保対策 



区西北部保健医療圏地域保健医療計画 

豊島区編 

平成 5 年 6 月 

豊島区地域保健医療協議会 



ま え が 

心身の健康およびその人の人生様態に合った環境の確保は、全て

の人々の共通の願いである。人生 80年時代を迎え、保健・医療． 

福祉をめぐる住民の要望は益々広がる傾向である。区民の健康を維

持・増進させる施策を含めた包括的な保健医療対策はこれらの変化

に対応していく必要がある。 

平成 4 年 B 月 12日、区長から東京都豊島区地域保健医療協議会

に審議を付託された事項は、豊島区における保健、医療、福祉、 

各々の分野で、連携の取れた総合的なサービスを提供する等の諸施

策を推進するために、区の実情を踏まえての保健医療計画に盛り込

むべき事項の検討である。 

本協議会には、第一、第二の部会を設置して、多岐にわたる協議

事項を分担して各々の部会長の下で精力的に審議を重ね、一年余の

短期間で本計画を作成することを得たのである。この計画は、東京

都の保健医療計画のうちの区西北部の地域の豊島区編の性格を持つ

ものである。 

豊島区が本計画に基づき、国および東京都、さらに区の関連諸計

画、諸施策との連携を一層計られて、地域の保健医療の向上、推進

を実現するために積極的に取り組まれることを期待するものであ 

る。 

平 成 5 年 S 月 

東京都豊島区地域保健医療協議会

会 長 前 田 和 甫 



p44 2行目 

（正） ウ をむ高齢者笠の歯 3診療の専門施設として、口腔保健センター 

を設置するとともに、士桝或における高齢者、麟者（児）の齢斗 

謝寮の拡充を図る。 

（誤） ウ 審苔高齢者の齢垢今療の専門方媛斐として、ロ腔保健センターを 

設置するとともに、地域における障書者（児）の断振茄綾今療事

業の拡充を図る。 

P60 4行目 

GE) 公害健塵被害 

（誤） 公害保健被害 
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1 	言十 1画丁 舞篭 気三く2＞ 考 ブえー力“ 

して策定されたものである。 

1 	言十 1亘i策 気三くzフ 式狙区 旨 

東京都の保健医療を取り巻く状況は、①人口の高齢化の急速な進

行、②一段と深まった出生率の低下、③がん・心疾患・脳血管疾患

などいわゆる成人病の増加傾向の継続、④ェイズなど新たな感染症

まん延の気配、⑤看護婦を中心と した医療技術者の不足、⑥医療の

高度化・専門化の進展、⑦都民の保健医療ニーズの高度化・多様

化、⑧生活の国際化による健康への影響等の重大な課題に直面して

いる。 

東京都保健医療計画は、 このような課題に的確に対応し、来たる

ノぺき 2 1世紀の東京をいきいきと活力ある社会とするため、健康づ

く りなど保健施策を重視すると ともに、地域保健医療のシステム化

及び保健医療と福祉の連携を図り、健康づく りから疾病の予防・治

療・リノ、ビリテーショ ンに至る一貫性のある包括的な保健医療体制

の整備を目指す基本指針と して公示された。 

地域保健医療計画豊島区編は、東京都保健医療計画の着実な実施 

・推進を図るため、豊島区内の保健医療関係機関、福祉関係機関、 

医師会等関係団体の協力のもとに、豊島区の特性や実情に即した保

健医療サービスの推進や医療施設相互間の連携、保健医療と福祉サ 

ービスの連携策など、 具体的施策を計画的に推進することを目的と 

言十 1重i<2フ J「生 才各 

この計画は、医療法に基づく医療計画の一部として位置づけられ

るものであり、東京都保健医療計画を踏まえた区西北部保健医療圏

の地域保健医療計画のうち豊島区についての計画である。 

この計画は、区内の保健医療関係機関・団体等の合意に基づく基

本的方向を示すものであり、 区内の保健医療関係機関・団体等に対

しては、施策推進の方向性を示す役割を持ち、 また区内の住民に対

しては、 自主的・積極的な活動を誘引する役割を持つものである。 

3 言十 1重1 くz＞ 区 垣蛇 

本計画の区域は、豊島区全域である。なお、 区西北部保健医療圏

は、医療法第 30条の 3 第 2 項第 1号に規定する圏域で、東京都保健

医療計画によって定められた豊島区、北区、板橋区、練馬区の 4 区

からなる二次保健医療圏である。 



言十 I更1 く2フ 言果 是真 

言十 1重1 くzフ 其月 昆打 

1 ノ、、 ョ三 B 0 主巨 日寺三イぺこ 敏ニ ヌ寸 万と； しノ プと 

位出 I艇 ーづ く り 

健康は、人々が生涯を通じて、いきいきと して豊かな生活を送る

ための基盤である。 

当区においても、人生 8 0 年時代を迎えると ともに、出生率が年

々低下傾向にある。 このような状況の中で、生涯を通じていきいき

と健康に暮らすため、 また活力ある地域社会を維持発展させるため

には、 従来にもま して健康の意義がますます館嬰になってきてい

る．疾病構造は、感染症中心から成人病中心へと変化し、昭和 30年

代以降、がん・心疾患・脳血管疾患が死亡率の上（立を占め続けてい

る。 

成人病の誘因が食生活や運動など日常の生活習慣にあると指摘さ

れている現在、 ライフステージや身体状況に応じ、栄養・運動・休

接の調和の取れた生活の習慣化を図る健康づく りを推進することは

極めて重要である。 さらに今後は、単に疾病予防にとどまらず、 自

分の人生をいかに豊かに、 いきいきと過ごすかという、 より広く、 

横極的な観点から健康づく りを考える必要がある。 

健巌づく りは住民一人一人の自覚と実践が基本であるが、普及啓

宛活動や指導者の育成、場や機会の確保などの条件整備、住民を取 

本計画の期間は、東京都保健医療計画と合わせて、作成時（平成 

5 年 12月）から概ね S 年間と し、今後の社会情勢の変化等に対応

し、 5 年以内に再検討を加え、必要に応じ改定を行う。 

なお、本計画の「施策の方向」は、概ね 21世紀初頭を目標とす

る。 

: 



り巻く 自然環境・社会環境等を健康的なものにしていく活動は、行

政だけでなく、 企業・民間関連団体・ボランティ ア・住民など社会

全体で取り組む必要がある。 

また今後は、取組みが充実してきてし、る栄養面・運動面だけでな

く、労働時間の短縮等の動きとも呼応して、保養・休養面の取組み

を行っていく必要がある。 

2 	壮セ 垣」こ イ呆 イ建［馨 ,寮 シノ ニて、ラ＝ ノ、く2フ 石雀 工乙 

人ロの高齢化、 医療の高度化・専門化、都民の健康に対する関心

の高ま りなどによ り、 当区の保健医療需要は、今後ますます高度化

多様化するこ とが予想される。 

また、増加が予想される要介護高齢者及びその家族は、住み慣れ 

Iた地域の巾での療養を望むとともに、保健医療サービスと食事．入

浴・排溝など福祉サービスの両方のニーズを同時にもつ場合が多

い。 

これらの 11 民のニーズに的確に対応していく ためには、 当区にお

けるそれぞれの保健医療関係機関の機能分担と連携に基づく保健医

療体制のシステム化を図ると と もに、 保健・医療・福祉の連携に基

づく在宅ケアを中心とする地域ケア体制の整備が必要である。 

当区では、 高齢化社会に対応して展開すべき施策の方向を明らか  

にするとと もに、福祉、保健、住環境、生きがいなどの各種施策を

総合的・体系的に推進することを目的と した「豊島区高齢社会対策

総合計画」を平成 3 (1991）年 3 月に策定した。 

さらに、 これに続いて障害者に対する福祉施策を総合的、体系的

に展開する指針と施策を定め、障害者福祉を計画的に推進すること

を目的と した「豊島区障害者福祉計画」を平成 5 (1993）年 2 月に策

定したところである。 

こう した施策の展開のもとに、当区内の保健医療関係機関のプラ

イマリ’ケア機能の充実強化、保健医療関係機関相互の機能連携を

図り、老人訪問看護ステーショ ン、老人保健施設、特別養護老人ホ 

ーム及び高齢者在宅サービスセンターなどの整備を図るとともに、 

区、保健所を含む保健医療関係機関、医師会等関係団体、福祉関係

機関及び団体とが緊密に連絡を取り合い、 多様なサービスを提供し

ていく ことが必要である。 

豊 島 区く7フ 士th カ戊 牛寺‘「生 ヘ 口フ 文寸 )元玉 

豊島区は、 巨大都市東京の ・部を構成し、都区部の西北部に位置

している。東は文京区、西（」棟馬区、中野区、南は新宿区、北は板

橋区、北区に囲まれ、都心地域と郊外地域の結節点を占めている。 

豊島区は、 池袋副都心を Li L めとする商業・業務地域とその周辺 



の居住地域からなる高密複合都市である。 

人口は、 昭和 40 (1965）年頃の 35万人をピークに、 その後減少を

続け、現在は約 26万人である。入口構成では、年少人口の減少と老

齢人口の増加傾向が続いてお り、 65歳以上人口の割合は、 昭和 45 

(1970）年には 5.6％であったものが、平成 4 (1992）年には 14.0 

％と高齢化が急速に進んでいる。 また、世帯数の減少傾向の中で、 

単独世帯、夫婦のみ世帯の増加傾向が見られ、特に単独世帯は全世

帯数の半数を占めている。 

ー方、昼問人口は、近年のオフィス需要の増大に伴い増加してお

り、夜間人口との比較では、 7 割近く昼間人口が上回っている。高

齢化の進展等の人口・世帯構成の変化は、直接高齢者を対象とする

保健、医療、福祉等の多様な行政施策の充実が求められるだけでな

く、行政サービス全体の見直しをも必要と している。 

当区の外国人登録者数は、昭和55 ( 1980）年には 4 千人弱であっ

たが、 昭和 60年代に入ってから急増し、 平成 4 (1992）年には 

15・431人と約 4 倍に増加した。増加の要因と しては、 日本語学校が

多く、 アルバイ ト先が豊富で、 木賃アパートが存在する等、豊島区

の持つ特性も背景にあると考えられる。 

このような外国人居住者の増加とともに、過去に経験のない新た

な課題への対応が必要となっており、特に外国人への保健医療対策

についての施策のあり方が問題となっている。登録外国人について

は、基本的に住民として日本人と同じく、各種の施策の対象となる  

が、 未登録外国人については、医療費や健康保険をはじめ、保健医

療分野においても、 多くの困難な課題を生じている。 

また、 国際化に伴う結核 ェイズ等の感染症対策や食品の安全性

対策等も、近年、特に重要な課題として、取組みの強化が必要とな

っている。 

豊島区内の保健医療資源については、一般病院、一般診療所、歯

科診療所及び薬局とも、国・都・区西北部保健医療圏（以下「区西

北部」という。）のいずれよ り も高く なっているが、精神病院（病

床）がない等の課題が残っている。 

度に豊島区が行った住民意識・意向調査では、 「豊島区への要望」 

の中で「高齢者・障害者への社会福祉」に次ぐ高い要望となってい

る． 

区民の「保健医療対策」に対する要望は高く I iえ V) I 保健医療対策」 に対する要望は高く、 平成 4 (1992）年 



土t」ュ 垣」こく2フ 才理三要 	 （ 3 ） ノ、 ロ オ奪 う組、 せ士者亭木薄 jラ文 

1 土也 王里 白勺 多ミ イと1二 、 ノ、、 口 等 	 ① 人口の動き 

豊島区の人口は、 平成 2 (1990〕年の国勢調査によれば、 261,870 

( 1 ） 封」l 参参 白勺 条ミイ牛二 	 人であり、 これは東京都の総人口11,855,563人の 2.2％にあたる。 

当区は東西に 6, 720m と長く、南北は 3, 660m と短く、東京湾の 	 昭和 60 (1985）年と平成 2 (1990）年の国勢調査で比較すると、 

1平均海面を水準と して、高地が 36m 、低地で 8mとおおむね台地状 	 16,584人の減少、伸び率はマイナス 6.0％である。 この人口の減少 

をなしている。 	 傾向は昭和 40年代よ り続いており、今後もこの傾向は続く ものと思 

面積は 13. 0 1km2 で、 23区中 18番目の大きさである。 これは、東京 	 われる。 

都総面積の 0.6% 、 区部面積の 2.1％にあたる。 	 平成 4 (1992）年 1月 1日現在の住民基本台帳によれば、 245,923 

人、世帯数は 123, 134世帯、人口、世帯数ともに 23区中、上から 14 

( 2 ) う首 足各 ・ プ乏 j重 	 番目に位置している。 

平成 2 (1990）年 4 月現在、 区内の道路率（行政面積全体に対し道 	 平成 2 (1990）年 10月時点では、昼間人口が 425, 691人、夜間人口 

路面積の占める割合） は、 16.3％で 23区中 10位となっている（ 23区 	 が 256,654人となっており、昼間人口が夜間人口を 7 割近く（ 65.9 

平均は 14.8%) 。 	 ％）上回っている。夜間人口は昭和 45 (1970）年以降一貫して減少 

区内を通る首都高速 5 号線は昭和 44(1969）年に開通し、 区内では 	 傾向を示し、対前回（昭和 60年）増加率も平成 2 (1990）年はマイナ 

北池袋、東池袋ランプ（出入口）が設けられ、昭和 56(1981）年 6 月 	 ス 7.5％となっている。一方、昼間人口は昭和 50,55 (1975. 1980) 

に高松ランプが供用開始された。 	 年と減少傾向を示した後、増加に転じ、昭和 60(1985）年には対前回 

また豊島区には、 J R 山手線、 同埼京線、営団地下鉄丸の内線、 	 増加率 4.1% ， 平成 2 (1990）年には 10.9％と高い伸びを示してい 

線、 都電荒川線の 9 路線が走っている。特に池袋駅は 1日の乗降者 	 世帯数の推移をみると、 昭和 45(1970）年には 134,233世帯であっ 

数が 152万人で、 新宿についで全国第 2 位である。 	 たものが、 平成 2 (1990）年には 127,607世帯と減少傾向が見られ 

10 

( 1 ) 封」l 参参 白勺 条 イ牛二 

同有楽町線、 同南北線、 都営地下鉄三田線、 東武東上、 西武池袋 	 る。 

区内を通る首都高速 5 号線は昭和 44(1969）年に開通し、 区内では

北池袋、東池袋ランプ（出入口）が設けられ、昭和 56(1981）年 6 月

に高松ランプが供用開始された。 

また豊島区には、 J R 山手線、 同埼京線、営団地下鉄丸の内線、 

同有楽町線、 同南北線、 都営地下鉄三田線、 東武東上、 西武池袋

線、都電・荒川線の 9 路線が走っている。特に池袋駅は 1日の乗降者 
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(2000）年には 65歳以上人口は 43, 100人、 16.9％になると推測され 

単独世帯は平成 2 (1990）年には 60,994世帯と全世帯の約半数を占め 
	

る。 

るに至っている。 また、世帯当たりの人員数は、 2.06と 23区中最も 
（人） 

	 図 1 年齢 3区分別構成比の推移 

350 .000 低い数字を示している。 この傾向は、夫婦のみ世帯、単独世帯等の 

300 .000 

小規模世帯の増加により、 今後も引き続き進むものと思われる。 
250 ,ロ 00 

平成 2 (1990）年の国勢調査によれば、高齢者のいる世帯（ 24,528 
000 .000 

世帯）中の高齢者のみの世帯は、 12,736世帯と半数（ 51.9% ）を占 100 ,000 

め、 	なかでも単身世帯は、 	6,425世帯と 26.2％を占め、 昭和 60 100 ,000 

(1985）年の 4,772世帯を 	1,653世帯上回り、増加傾向にある。 
50 ,000 

② 人口構成 

平成 4 (1992）年 1 月 1 日現在、住民基本台帳に基づく 当区の年齢 

3 区分別の人口構成をみると、 0 '-'14歳人口は 27,336人、 構成比 

11.1% . 15-' 64歳人口は 184, 150人、 同 74.9% 、 65歳以上人口は 

34,437人、 同 14.0％である。 65歳以上人口の割合は、年を追うごと

に大き く なってお り、 構成比が 7.0％を超えた昭和 50(1975）年に 

21,760人であったのが、平成 4 (1992）年には 34,437人と 6 割近い増

加をみている。 

逆に 0--' 14歳人口は減少傾向が続き、昭和 50(1975）年には構成比

は 2 割弱（ 17.9%) 、 54,447人であったのが、平成 4 (1992）年には 

1割（ 11.1% ) 、 27.336人と半減している。 

この傾向は今後ますます強く なり、 当区の推計値によれば平成 12 
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表1 人口動態 
（平成3年） 

区 分 豊島区 東京都 全 国 

出 生 1,760 103, 226 1,223,245 
6.7 8. 7 9. 9 

死 亡 1.801 70,675 829, 797 
6. 9 5. 9 6.7 

死 

園 

順 

位 

悪 性 523 20, 460 223, 727 
新生物 200. 6 172. 2 181.7 

心疾患 327 
125.4 

13, 910 
117. 0 

168, 878 
137.2 

脳血管 263 9, 864 118, 448 
疾 患 100. 9 83. 0 96. 2 

乳児死亡 8
5  4  

400 
3. 9 

5,416 
4. 4 

周産期死亡 8 539 6, 544 
4.5 5. 2 5.3 

死 産 106 4,333 50, 510 
56. 8 40. 3 39. 7 

( 4 ） ノ、、 U1 重力 食雲 

＊出生・死亡は人口千対 
樗呪死亡・周産期死亡は出生千対 
＊死産は出産千対 
＊悪性新生物、心疾患、脳血管疾患は人口10万対 

20歳代後半へと大き く 変化してきている。生涯の出生数を表す合

計特殊出生率でみる と、 平成 3 (1991） 年は 0.97と、 全国平均 

(1.53) 、 東京都平均（ 1.21） をいずれも下回っている。 

② 死亡の状況 

ア 死亡、 死亡率 

平成 3 (1991）年の当区の死亡数は 1,801人、 人口千人あたりの

死亡率は 6.9であり、 全国平均（ 6.7) ， 東京都平均（ 5.9） をと 

13 

もに上回っている。 

死亡率を昭和 50年代よ り年次推移でみると、昭和 50(1975）年では

死亡率 4.8だったものが一貫して増加の傾向にある。 

イ 死因別死亡 

主要死因別の死亡数は、昭和 50年代以降、悪性新生物、心疾患及

び脳血管疾患の 3 大成人病が多く、平成 3 (1991）年におけるそれぞ

れの死亡数は、 523人、 327人、 263人、合計 1,113人であり、 3 

大成人病による死亡数の全死亡数に占める割合は 61.8％であった。 

悪性新生物を部位別にみると、男女とも胃が第 1位（男性 72人、 

女性 34人）、気管・気管支及び肺が第 2 位（男性 69人、女性 29人） 

の順となっている。第 3 位では男性が肝臓（ 44人）、女性は乳房 

(28人） となっている。 

表2 主要死因矧死亡率の推移 

（上段：実数，下段：人ロ10万対死亡率） 

昭和60年 
O985年） 

昭和61年 
0986年） 

昭和62年
い987年） 

昭和63年 
0988年） 

平成元年 
0989年） 

平成 2年 
0990年） 

平成 3 年 
0991年） 

悪性新生物 470 
175.8 

43 

8・ 

6
3  8  

510 
194.8 

468 
182. 6 

524 
192. 6 

504 
192.5 

523 
200. 6 

心 疾 患 256 
95. 8 

266 
100. 0 

268 
102. 4 

322 
125. 6 

m
暗  

351 
134.0 

327 
125.4 

脳血管疾患 290 
108. 5 

333 
125. 6 

279 
106. 6 

引4 
122. 5 

309 
113. 6 認  

263 
100.9 

乳児死亡、新生児死亡 

平成 3 (1991）年の当区の乳児死亡（生後 1 年未満の死亡）数は 

14 

① 出生の状況 

平成 3 (1991）年の当区の出生

数は 1,760人、人口千人あたりの

出生率は 6.7であ り、 全国平均 

( 9.9) 、東京都平均（ 8.7） を

下回っている。 

昭和 50 (1975）年の当区の出生

数は 4,340人、人口千人あたりの

出生率は 14.5であったが、下降傾

向が続いている。 

また、母親の年齢別出生数をみ

ると、初産年齢は 20歳代前半から 



8人、 出生千人当りの死亡率は 4・5となっている。 このうち新生児 	 （ 1990）年よ り 36組増加し、 人口千人当りの離婚率は 1.70で、 これは 

死亡（生後 4 週間未満の死亡）数は 5人、 出生千人当りの新生児死 	 全国平均（ 1.37) 、東京都平均（ 1.63） と比較して高く なってい 

亡率は 2.8となっている。 	 る。 

乳児死亡率については全国平均（ 4.4) 、東京都平均（ 3.9）よ

り も高く なっている。 

ェ 死産 	 2 イ呆 イ建 医 癌要 資 i原 

平成 3 (1991）年の当区の死産数は 106胎、出産千人当りの死産 

率は 56.8で全国平均（ 39.7) 、東京都平均（ 40.3）より高い数値と

なっている。 

オ 周産期死亡 

妊娠 28週以降の死産数に 1 週未満の死亡数を加えた周産期死亡数

は、 当区では平成 3 (1991）年は 8人であり、 出生千人当り周産期

死亡率は 4.5で、全国平均（ 5.3) 、東京都平均（ 5.2）より低い

値であり、年々低下傾向にある。 

③ 婚姻・離婚 

婚姻 

平成 3 (1991）年の当区における婚姻数は 1.810組で、婚姻率は 

6・9であり、 いずれも前年よ り低いが、婚姻率は全国平均（ 6.0) 

を上回り、 東京都平均（ 7.0） とほぼ同じである。 

離婚 

平成 3 (1991）年の当区における離婚数は 444組で、 平成 2 
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( 1 ） イ呆 イ建 方也 言受 

豊島区には、保健所が 2 所あり、各保健所当たりの人口は以下の

ようになっている。 

保 健 所 名 管 轄 地 区 人 口 

池袋保健所 16 5, 2 6 5 人 

長崎保健所 8 0, 6 58 人 

（平成 4 年 1 月 1 日：住民基本台帳人口による） 

( 2 ) I末 プ寮 方也 言受 及 こが 移司 イ系 方也 言受 

(I） 病院 

豊島区の平成 2 (1990）年 10月現在の病院数は 25施設（うち総合

病院は 3 施設） で、 人口 10万人当たりでみると、 全国の 8.2施設、 

16 

表 3 保健所別管轄地区大口保健所別管轄地区人口 



I ② 一般診療所数 

当区の平成 2 (1990）年 10月現在の一般診療所数は 417施設で、 

人口 10万人当たりでは 159.2施設と、全国の 65.4施設、東京都 91.7 

施設、 区西北部の 85.3施設をいずれも大きく上回っている。 

③ 歯科診療所 

当区の平成 2 (1990）年 10月現在の歯科診療所数は 258施設で、 

人口 10万人当たりでは 98.5施設と、全国の 42.2施設、東京都 71.4施

設、 区西北部の 64.4施設をいずれも大きく上回っている。 

④ 薬局 

当区の平成 2 (1990）年 10月現在の薬局数は 144所で、人口 10万

人当たりでは 55.0か所と、 全国の 30.0か所、 東京都 36.1か所、 区西

北部の 35.2か所をいずれも大き く上回っている。 

病 院 数 ー般診療所数 歯科診療所数 

豊島区 東京都 全 国 豊島区 東京都 全 国 豊島区 東京都 全 国 

昭和50年 
1975年 
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昭和55年 
1980年 

24 
8. 3 

761 
6. 5 
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0
7  

421 
145.9 

11, 073 
95. 3 

77, 611 
66. 3 

236 
81.8 

7, 041 
60. 6 

38, 834 
33. 2 

昭和60年 
1985年 

25 
9. 0 

753 
6.4 

9, 608 
7. 9 

422 
151.6 

10, 900 
92. 1 

78, 927 
65. 2 

252 
90. 5 

7, 732 
65. 4 

45, 540 
37. 6 

平成元年 
1989年 

26 
9. 6 

752 
6.4 

10,081 
8. 2 

427 
157. 0 

10, 875 
91. 2 

80, 572 
65. 4 

252 
92. 6 

8,360 
70. 1 
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平成2年 
1990年 

25 
9. 5 

751 
6. 3 

ー 0 ,  08 

9・ 

6
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引7 
159. 2 

10, 866 
91.7 

80, 852 
65. 4 

258 
98. 5 

8, 464 
71.4 

52, 216 
42. 2 

平成3年 
1991年 

n
!
‘ 

・ 
 

5
6  9  

750 
6. 3 

10. 066 
8. 1 

417 
159.9 

10, 978 
92.4 

82, 118 
66. 2 

272 
104. 3 

8, 582 
72. 2 

53, 633 
43. 2 

上段：施設数 
下段：人口切う対
医療施設調査 
豊島区の保健衛生 

表5 病床数の推移 

病開高床数（ー般病末のみ） ー般診療所病床数 

豊島区 東京都 全 国 豊島区 東京都 全 国 

昭和50年 2,246 79, 060 721, 858 刀6 18, 171 264, 085 
1975年 699. 9 677. 3 1, 039. 9 223. 1 155. 7 235. 9 

昭和55年 2,527 90, 617 895, 494 690 ．
‘
■
， 

 

〔
‘ 

・ 
 

7
・
ー 

・

d
, 

2

8 

8
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287, 835 
1 980年 875. 5 780. 0 1, 127. 1 239. 1 245. 9 

昭和60年 2, 596 98,426 1,080,419 608 14, 798 283, 390 
1985年 932. 3 832. 0 1,235.5 218.3 125. 1 234. 2 

平成ラ-t 3, 315 107, 565 1,239,883 408 12, 786 276, 801 
1989年 1, 218. 6 901.8 1,005.9 150. 0 107. 2 224. 6 

平成2年 3, 272 109, 167 1,253,909 387 12, 222 272, 456 
1990年 1, 249. 5 920. 8 1,014.4 147. 8 103. 1 220. 4 

平成3年 3, 272 109, 201 1,262,142 393 11,942 271, 780 
1991年 1,254.8 918.8 1,017.5 150.7 100. 5 219. 1 

東京都衛生年報 
東京都衛生局事業概要
豊島区の保健i縦主 

東京都の 6.3施設、 区西北部の 6.4施設に比べ、 9.5施設と高い。 

病床数は総数が 3,272床（一般のみ 3,272床）で、 人口 10万人当

たりの病院病床数は 1249.5床と全国 1356.5床、東京都 1189.6床、 区

西北部 1159.7床に比べると全国を下回るが、東京都、 区西北部を上

回っている。 
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( 3 ） ネ土 徐ミ ネ冨 ネ止 Ij也 言受 

豊島区における社会福祉施設は、以下のとおりである。 

① 福祉事務所 

東福祉事務所 豊島区南大塚 2-3 6-2 

西福祉事務所 豊島区要町 1- 5-1 

② 老人福祉施設 

高齢者福祉センター 	  1か所（定員 250名） 

ことぶきの家   14か所（各利用定員 100名） 

高齢者在宅サービスセンター ・ 5 か所

表 6 高齢者在宅サービスセンター 

いぐこ 
デイホ―ム 

定 員 

配サ 

食
ス  「定 

ビ
員 

そ の 他 

定員 

1 	日 15 名 1 日 10名 高 田 豊 寿 闘 

東池袋豊寿園 1 	日 15 名 1 日 20名 
長 崎 豊 寿 鼠 1 	日 15 名 1 日 20名 

千川 豊 寿 園 1 	日 15 名 1 日 20名 施設入浴サ一ビス 
1 日 5 名 

山吹の里 痴呆性 機能回復 
（特別養護 デイホ―ム 1 日 22~ 23名 

老人ホーム 1 	日 	10 名 施設入浴サ一ビス 
に併設） 1 日 4 名 

ショ一 トステイ 

1 日 8 名 

ミ ド /レステイ 

1 日 2 名 

人り‘ーム 	  2 か所 

表 7 特別養護老人ホーム 

I 施 設 名 定 員 

山 吹 の 里 8 0 名 

賛 浩 荘 5 0 名 

高齢者住宅（区立・区営高齢者住宅） ・ ・ 3 か所 

表 8 高齢者住宅 

名 	称 定 員 
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ひと り暮らし高齢者アパート提供（平成 3 年度現在：85室） 

O 心身陣害者（児）施設 

表 9 心身障害者（児）施設 

施 設 名 定 員 等 

心身障害者福祉セン夕ー 

福祉作業所 目白：60名 	駒込：60名 

生活実習所 目白：45名 	駒込：40名 

福祉ホ一ムさ く らんぼ 10名・緊急一時保護：4 名 

部立精神薄弱者通勤寮 30名 

椅神薄弱者生活寮 	（民間） 2 名 

摺神薄弱者短期通勤寮（民間） 1 名 

精神薄弱者民間通所施設 4 か所 



④ 精神障害者共同作業所 

 

7 か所 る。 

 

⑤ 児童福祉施設 

区内指定助産施設 ・・・・都立大塚病院 

母子寮 	  3 か所（世帯定数・各 20) 

保育所（認可保育園） 

表 10 保育所（認可保育園）  

設主 

置
体 

保育 

所数 

定 	 員（名） 

計 0 歳 1 歳 2 歳 3 歳 4以 

歳
上 区立 

私立 

計 

32 
9 

41 

	

3,141 	256 	418 	546 	618 	1,303 

	

709 	54 	94 	121 	148 	292 

	

3,850 	310' 	512 	667 	766 	1,595 

② 歯科医師 

平成 2 (1990）年現在、 当区の病院等で業務に従事している歯科

医師は 319人で、人口 10万人当たり 121.8人と、全国平均 59.9人、 

東京都平均 102.7人、 区西北部平均 77.5人をいずれも上回ってい

る。 

（平成 4 年 4 月 1 日現在） 
	

③ 薬剤師 

	

保育室 	  5 施設（定員 76人） 
	

平成 2 (1990）年現在、 当区の病院等で業務に従事している薬剤 

	

オ 児童館 	  2 3 館 
	

師は 687人で、人口 10万人当たり 262.3人と、 全国平均 121.9人、 

東京都平均 175.4人、 区西北部平均 150.8人をいずれも上回ってい

る。 

イ呆 イ建 I医,寮 程亡 事：者 

1 ） イ月ミ イ建［奮 ,寮 B司 イ・系 

① 医師 

平成 2 (1990）年現在、豊島区の病院等で業務に従事している医

師は 660人で、 人口 10万人当たり 252.0人と、全国平均 171.3人、 

東京都平均 234.1人、 区西北部平均 196.6人をいずれも上回ってい 

2 1 

④ 保健婦 

平成 2 (1990）年現在、 当区の病院等で業務に従事している保健

婦は 37人で、人口 10万人当たり 14.1人と、全国平均 20.5人、東京都

平均 16.6人より低く、 区西北部平均 13.5人を若干上回っている。 

⑤ 助産婦 

平成 2 (1990）年現在、 当区の病院等で業務に従事している助産

婦は 44人で、 人口 10万人当たり 16.8人と、全国平均 18.6人、 東京都 

2 2 



平均 19.9人よ り低く、 区西北部平均 15・8人を若干上回っている。 

⑥ f 看護婦（士） 

平成 2 (1990）年現在、 当区の病院等で業務に従事している看護

婦 （士） は 1. 578人で、 人口 10万人当た り 606人と、 全国平均 

603.8人、東京都平均 508.6人、区西北部平均 429・8人をいずれも 

上回っている。 

⑦ PT （理学療法士） 

平成 2 (1990）年現在、 当区の病院等で業務に従事している PT 

は 31人で、人口 10万人当たり 11.8人と、全国平均 ＆ 9人、東京都平

均 6.5人、 区西北部平均 7.1人をいずれも上回っている。 

⑧ OT （作業療法士） 

平成 2 (1990）年現在、 当区の病院等で業務に従事している OT 

は 8人で、 人口 10万人当たり 3.1人と、 全国平均 4・ 3人を下回る

が、東京都平均 3.0人、 区西北部平均 3.1人とほぼ同水準である。 

⑨ 歯科衛生士 

平成 2 (1990）年現在、 当区の病院等で業務に従事している歯科

衛生士は 98人で、人ロ 10万人当夫・り 37.4人と、全国平均 33・2人、東

京都平均 35.9人、 区西北部平均 2Z. 2人をいずれも上回っている。 

2 3 



表11 健康づくり関連事業 表11 健康づくり関連事業 

また、 教育委員会や豊 	会 場 （担当課） 	 事 	業 	内 	容 会 場 	（担当課） 事 業 	内 	容 

島区コミュニティ公社に 	羅夏 (2か所） 	懸響礁鷲U' 覆康展 
保健所 	（2か所） 
健康課 

健康教室、健康体操教室 
講演会、健康まっり、健康展 

おし、ては、 体育館．体育 	児童館 （23か所） 	幼児体操、親引本操 等 児童館 	（23か所） 幼児体操、親子体操 等 

ことぶきの家 

場、野球場、テニスコー 	〔高讐勢、め15館〕讐驚羅権難量議鷲習会等 

ことぶきの家 
「高齢者福祉 	1 
t センタ一含め15館 J 

健康体操、太極拳教室、栄養講座 
ョ―ガ教室、民謡教室、自彊術講習会 等 

ト 	プール等の施設で各 	壁-'i/jJ か所） 	讐、ト素現ピ六うー菜と藻童;s 1'ス 

スボ一ッ施設 
体育館 	（5か所） 
プール 
グラウンド 
野球場 
グラウンド 	 フォークダンス、トレーニング教室、体力 

体操、エア口ピクス、ジャズダンス、バス
ケットボール・バレーボ一ル教室 等
フオークダンス、トレーニング教室、体力
測淀 等 
個人公開（バスケット・バドミントン等） 

勤労福祉会館 

個人公開（トレーニング、ランニング、 
卓球、シェイプアップ体操 等） 

エア口ビクス、ジャズダンス 
バドミントン、卓球教室 等 
個人公開（トレー二ング、ランニング、 

卓球、シエイプアップ体操 等） 

機会や場の提供をしてい 	勤労青少年センター 	個人公開（トレーニング室、卓球室）等 勤労青少年センター 個人公開（トレ一ニング室、卓球室）等 

る 	区立小 	中学校の施 	猪苗代青少年センター 	全1努>等キャンブスキーレクリ 
猪苗代青少年セン夕― ハイキング、キャンブ、スキ一、レクリ

エ―ション等 
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学校施設 	 バスケットボール、バドミントン、卓球 バスケットボ一ル、バドミントン、卓球
等（指導員がいる） 

第 4 イ牙ミ イ建 I医 J寮 文寸 策くフフ ヲ乞 実 

( 1 ) イ建 j康 ーてS く り 文寸 策 

① 現状と課題 

豊島区では住民健診や老人保健法に基づく健康診査の実施によ 

り、 区民が自分の健康をチェ ックできる体制を整えると ともに、 健

康教育を重視し、 その一貫として成人病等の疾病予防や食生活の指

導のための講習会、体操教室、健康づく り啓発イベン ト「健康まつ

り」 「健一康展」を開催している。 

種のスポーツ事業を実施 野球場 

し、 多く の区民に運動の 勤労福祉会館 

設開放にも力を入れ、 地 

域住民の運動の場として 「ノ」明交驚議引等（指導員がいる） 

活用されてし、る。その 〔中判交蔑曜割 

2 4 

他、 ことぶきの家では高齢者のための、 児童館では幼児から児童の

ための健康づく り関連事業を実施中である。 

さ らに、 区民の休養やレク リ ェーショ ン・交流の場と して区民保

養所・区民農園の提供や、生活文化の向上・余暇活動の支援を目的

と した施設を設置し、 「心の健康づく り」の環境整備も図ってい

る。 

一方、民間の状況は、健康ブームや運動志向を背景として池袋駅

周辺を中心にフィ ッ トネスクラブ、 ノ＼ルスクラブ等の運動を通じて

健康づく りをする施設が増加している。 

以上のように、 区民の健康づく りに関する環境は徐々に整備され

てきているといえる。 しかし、今日、次のような状況に対し、 さら

に積極的な健康づく り対策が必要になってきている。 

本区の老齢人口比率は、平成 4 (1992 ）年 1 月 1 日現在、 14.0% 

に達し、全国平均を上回って一段と高齢化が進行している。 

死因類型でみると 「悪性新生物」 「脳血管疾患」 「心疾患」の

三大成人病が増加している状況で、 区民が人生 80年を健康で生き

ていく ために、若い頃からの健康づく り活動のー層の普及が必要

になってきている。 

平成 2 (1990）年度に実施した「区民の健康づく りに関する意識

調査」によると、 健康に関して何らかの自覚症状のある人が多く 

(84%) 、 今後運動をしてみたいという意欲を示す人（ 62% ）や

身近に健康増進のための施設が必要であるという人（ 92% ）が多 

2 5 



い。 こう した区民の健康志向・運動志向の高ま りに対して十分応 
	

る。 

えていく必要がある。 	 イ 健康づく り事業の機会や場の拡充、相互連携、活用を図る。 

エ ス トレスの増大した現代社会にあって、生活水準の向上や余暇 
	

ウ 区民一人ひと りの健康度に応じた健康づく り指導の実施体制を 

時間の増大に伴って、 区民に真に豊かな生活を送ってもらうため 	 整備する。 

に、 「心の健康づく り」への関心を高め、 そのための環境整備に 	 ェ 東京都健康づく り推進センターと連携して、健康づく り指導者 

努めていく必要がある。 	 の養成を行う と ともに、その活動を支援する。 

健康づく り に関する地域のネッ トワークづく りを図る。 

② 施策の方向 	 力 健康づく りを推進する中核として健康増進センター（仮称）を 

区としては、今まで以上に積極的な健康づく り対策を実施して 	 設置する。 

いく ことが重要であり、そのための基盤整備をさらに推進してい 	 キ 区民の余暇活動、文化活動の充実のために、 区民健康村の設置 

く。 	 や保養施設、運動・文化活動施設の拡充を図る等の、 「心の健康 

従来からの疾病予防対策とともに、健康の保持・増進・回復を 	 づく り」の環境整備を推進する。 

主眼とする健康づく り対策をさらに推進していく。 

健康づく りは一人ひと りの自覚によるところが大きいので、 区

民の健康意識を高め、健康づく りの活動を促進していく ために、 

健康情報の提供や知識の普及等の健康教育の一層の推進を図る。 

区民一人ひと りの健康状態に対応できる、 身体面ばかりでな

く、精神面をはじめ、仕事や地域社会、家庭のあり方などを含め

た幅広い健康づく りに役立つ環境の整備を推進していく。 

③ 当面の方策 

ア 健康に関する情報の提供や知識の普及等、健康教育の拡充を図 
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表12 出生数・率 

豊島区 東京都 全 国 

昭和 50年 
0975年） 

4,340 
14. 5 

186, 702 
16. 0 

1,901,440 
17. 1 

昭和 55年 
0980年） 

3, 107 
11.3 

139, 953 
12.0 

1,576,889 
13. 6 

昭和60年 
0985年） 

2,510 
9. 0 

126, 178 
10.7 

1,431,577 
11.9 

平成元年 
0989年） 
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① 現状と課題 

豊島区の出生数は年々減少

傾向を示し、平成 3 (1991）年

には 1,760人となっている。 

また、 1人の女性が生涯に平

均して何人子供を産むかを示

す指標である合計特殊出生率

は、平成 3 (1991）年現在 0.97 

であり、全国（ 1.53) 、 東京 

都 n・21）を大きく下回って 上段・出生数（人）下段：出生率（人口千人対） 
人口動態統計 

いる。 	 豊島区の保健衛生 

( 2 ) 王母 子ーイ身ミ イ建 文寸 策 

表13 季呪死亡・新生児死亡・周産期死亡・死産 

乳児死亡 新生児死亡 周産期死亡 死 産 

豊島区 東京都 全 国 豊島区 東京都 全 国 豊島区 東京都 全 国 豊島区 東京都 全 	国 
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4. 5 

539 
5. 2 

6, 544 
5. 3 

107 
56.8 

4, 333 
40. 3 

50, 510 
39. 7 

上段：死亡（死産）数 下段：死亡（死産）率（出生千対） 
保健衛生10年のあゆみ 
豊島区の保健衛生 
東京都衛生年報 
人口動態統計 

母子保健の指標である乳児死亡率は、平成 3 (1991）年には 4.5、周

産期死亡率は 4.5と全国と同じ水準であるが、平成 2 (1990）年にお

ける死産率、特に人工死産率は出産数（出生＋死産）千対 39. 2 と

全国平均 23.9に比べ高めである。 

2 8 

母子保健施策と して、 母子健康手帳の交付、母子栄養食品の支

給、各種保健指導（妊産婦訪問指導、新生児等訪間指導、親子遊び

と ことばの発達相談、母乳教室、母親学級、両親学級、出張育児相

談、栄養相談、電話相談等）を実施している。 

また、疾病や障害の早期発見、 早期対応を目的に各種健康診査 

(3・ 4 か月児、 6 ・ 9 か月児、 1歳 6 か月児、 3 歳児、妊婦・産

婦） を実施し、 これらの健診の結果、必要に応じて経過観察、専門

相談（療育相談、 発達相談、 アレルギー専門相談） 、及び専門医療

機関における精密健診を行っている。 
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その他、疾病や障害の予防事業として神経芽細胞腫検査、 B 型肝

炎母子間感染予防措置、先天性代謝異常検査を実施し、妊娠中毒症

等医療費、未熟児養育医療給付等の助成を行っている。 

当区は副都心をかかえ、 出生率の低下、少子化、核家族化、国際

化が進行している。 また、大人の生活習慣の乱れから、子供につい

ても夜型の生活、運動不足、バランスを欠いた不規則な食生活等の

問題が生じている。 

② 施策の方向 

母と子の心の問題を重視した子育ての支援体制の強化を圏って

いく。 

外国人母子は、文化やことばの違いから地域でも孤立しがちで

あり、母子保健事業への参加も少ないので、ニーズに合せたきめ

細やかな対策を進めていく。 

幼児期から、成人病予防を考えた対応を図っていく。 

ア ト ピー、端息等のアレルギーに関しては、 アレルギーについ

ての知識の普及や生活改善の指導を進める。 

思春期対策と しては、学校保健における取り組みに加え、思春

期を支える家庭機能の充実を図っていく。 

て父親め理解と協力を得るための啓発や指導を行う。 

母親の育児不安の予防や解消を図るため、母親学級、保健婦・

助産婦の指導、電話相談等を充実するとともに、妊婦、母親が仲

間同志で助け合えるような自主グループ形成の援助を行う。 

保健所、福祉事務所、児童相談所、母子保健センター、医療機

関、乳児院、保育園、児童館等の連携を強化し、各機関の子育て

センター機能を充実する。 

ェ 外国人母子に対する仲間づく りの援助、母国語によるパンフレ

ッ トの提供、保健婦、助産婦の外国語研修への参加など国際化ノ＼

の積極的な対応を図る。 

乳幼児健診を中心に出張育児相談、幼児肥満予防教室、随時相

談等で小児期からの成人病予防を行う。 

アレルギー予防対策と して、 各種健診の活用、 アレルギー相

談、生活改善指導等の充実を図る。 

思春期の健康問題である、 過剰なダイエッ トや喫煙・飲酒・薬

物濫用・性の問題等に対し、学校教育・社会教育とも連携し、健

康教育・カウンセリ ング機能の充実を図る。 

③ 当面の方策 

ア 家庭における子育て機能の育成を図るため、 両親学級等を通じ 
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3 ） ど弓乏 士交 偵ミ イ建 文寸 釦着 	 ’ 	 員、学校医、学校歯科医、学校薬剤師及び PTA による学校保健委 

I〕 現状と課題 

児童・生徒の健康づく りは、健康で心豊かな学校生活を送るため

に必要であるばかりでなく、 高齢社会を迎えた今日、生涯にわたっ

ぐ心身の健康を保持するための基礎づく り と して、極めて大切な時

期であり、学校教育における保健指導及び健康づく りのための施策

はますます重要となっている。 

児童・生徒の健康保持・増進を図るため、学校では保健主任・養

護教諭を中心に保健活動が展開されている。 さらに、学校医・学校

歯科医・学校薬剤師が、各々の分野に沿って専門的助言・指導を行

っている。 

また、学校における保健教育は、主に教科、学級指導、学校行事

を通じての指導であり、健康な生活を送るために必要な能力や習慣

を育成することを目的と している。 

一方、 児童・生徒の健康管理においては、学校医・学校歯科医に

よる健康診断のほか、心臓検診、 腎臓検診、結核検診、脊柱検診、 

ぎょ う虫卵・細菌検査を実施している。 

さらに、学校薬剤師による校内の水質・空気・照度・騒音等の環

境衛生検査を実施している。 

また、 児童・生徒に対する保健教育と健康管理を組織的に、 かつ

効果的に展開するために、 学校長をはじめとする保健関係の教職  

員会を組織し運営している。 

次に、豊島区の児童・生徒の健康状況を概観すると、全国平均を

上回る体格の向上がみられる一方で、肥満傾向や、高学年になるに

つれて増加する低視力者、 なお高水準にあるむし歯のり患率等の問

題がある。 また、動脈硬化症、本態性高血圧、糖尿病といった、 い

わゆる成人病は、小児期に形成される食生活を含めた生活習慣に起

因している可能性もあり、心臓・腎臓疾患り患児童・生徒への対応

も課題となっている。 

一方、不登校、 自閉傾向、 いじめ、拒食など心の健康に関する問

題、 飲酒、 喫煙、 薬物使用や性に関する問題も生じている。 また思

春期における性教育の充実強化やこれに関連した二［．イズ教育の実践

も課題となっている。 

② 施策の方向 

視力低下については学校や家庭での生活指導、歯科関係ではむ

し歯予防対策と ともに、将来に備えての歯周疾患についての指導

の充実を図る。 

子ども達が健康な大人に成長するように、食生活を含めた生活

習慣に対する適切な指導を進める。 

心臓・腎臓疾患り患児童・生徒が、 よ り安全な学校生活を過ご

すことができるように健診、保健指導等の充実に努める。 
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ェ 思春期における教育活動全体を通した学校保健の推進を図る。 

③ 当面の方策 

正しい心身の健康観、成人病予防、性の問題など児童・生徒の

発達に応じた適切な健康教育を推進する。 

健康診断及びそれに伴う保健指導を徹底する。 

学校保健会、学校保健委員会の充実により、学校、家庭をはじ 

め、地域の保健所、 医療機関、住民との有機的連携を強化する。 

ェ 児童・生徒の健康と安全確保のため、学校環境を整備改善す

る。 
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( 4 ） 厄文 ノ、、 一 差石 歯令 イ呆 夜圭 文寸 策 	 ’ 	 が、豊島区においては、 基本健康診査（高齢者健診、 節目年齢健 

診） については目標数値を上回っているものの、 がん検診について 

現状と課題 	 は極めて低い受診率となっている。 

轡鳥区でも人口の高齢化が進んでお り、 年齢 3 区分別による高齢 	 表14 健康診査の受診率の推移 

ジII 現状と課題 

豊島区でも人口の高齢化が進んでおり、年齢 3 区分別による高齢 

人【】は、 平成 4 (1992）年 1 月 1 日現在の住民基本台帳登録人口で 

H.437人となっており、 14.0％を占めている。 

平成 2 (1990）年国勢調査による高齢人口の割合（年齢不詳を除 

く） は、 国 12.0% 、都 10.4% 、 区西北部 10.7% 、 区 12.5％である。 

産業構造や食生活の変化によ り、 これまで長い間、死亡原因の 1 

位を占めていた結核に代わり、 悪性新生物（がん）、心疾患（虚血 

性心疾患、心不全、慢性心疾患を含む）、脳血管疾患等の成人病が 

死亡原因の上位を占めるようになった。 

当区でも、 平成 3 (1991）年の総死亡数のうち、悪性新生物が 29.2 

％、 心疾患が 17.9% 、 脳血管疾患 14.6％となっており、 これら 3 大 

成人病が死亡原因の 61.7％を占めている。 

現在、 区では昭和 58 (1983）年 2 月施行の老人保健法等に基づき、 

高齢者の健康保持、成人病予防の第一次予防と して健康教育、健康 

相談、健康づく り事業を、第二次予防と して成人病やがんの早期発 

見・早期治療のための健康診査、がん検診、訪問指導等を実施して 

いる。 

国は老人保健事業の受診率目標数値を、 基本健康診査 50.0% 、 胃 

がん・子宮がん検診 30.0% 、 肺がん、 乳がん検診 30.0％と している 
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昭和 61年 
0986年） 

昭和 62年 
(1987年） 

昭和 63年 
0988年） 

平成元年 
0989年） 

平成 2 年 
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6.1.  I 
園 

東京都

豊島区 

肺がん検診 

(%) 

国 
東京都
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2.4 

また、 当区においても、 高齢者人口の急速な増加に伴い、 高齢者

の精神保健の問題と して、痴呆性高齢者への対応が迫られている。 

厚生省の「地方老人保健福祉計画研究班痴呆性老人調査ニーズ部

会」による痴呆性高齢者の出現率を適用すると、 当区の痴呆性高齢

者数は、 平成 4 (1992）年 1 月 1日現在、 約 1.800人となり、 そのう

ち寝たき りを除く要介護者数は 270人（在宅痴呆性高齢者推計値× 

15% ） と推定される。長崎保健所では、 昭和 63(1988）年に「高齢者 
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こころの相談窓口」を設けて、 専門医による相談を実施しているほ

か、家族会を開催して介護にあたる家族への支援を行っている。 

② 施策の方向 

成人病予防のための施策の一環である健康教育や各種健康相談

については、 1(1）健康づく り対策」の章に示したとおり、多

面的な展開をしているところであるが、 「自分の健康は自分で守

り、つく る」という観点から、区民一人ひと りの生活習慣の改善

に向けて、 なお一層の努力を図る。 

基本健康診査、 がん検診については、 区民が受診しやすい健診

方法を検討する。 

健診結果の時系列的管理や、保健指導への活用等、受診後のフ

オロー体制の強化を図る。 

ェ 痴呆性高齢者については、保健・医療・福祉が一体となり、発

生予防から発生後の在宅介護に対する支援体制の整備や、入所施

設の確保まで、総合的に施策を推進する。 

て、糖尿病教室など病態別健康教室の拡充を図る。 

ウ 基本健康診査やがん検診事業の検査内容の充実を図ると と も

に、受診率を向上させるため、がん検診のセッ ト化や実施日・実

施時間の検討など受診者の利便を配慮した健診方法への改善を行

つ 0 

ェ 各種健診結果の電算処理化等、事後のフォロー体制のシステム

化を検討する。 

寝たき りや痴呆性高齢者の発生予防や早期対応を図るため、保

健・医療・福祉の連携を強化し、高齢者のかかえる問題に迅速か

つ的確に応じられるよう、助言・指導・支援施策の提供を総合的

に行う。 

特別養護老人ホーム、老人保健施設、高齢者在宅サービスセン

ター等の施設の設置及び痴呆性高齢者デイホームの充実、 ナイ ト

ケアの実施等、 関連する事業の拡充を推進する。 

③ 当面の方策 

幼児期からの健康的な生活習慣づく りのための健康教育を、 ラ

イ フステージのあらゆる機会を利用して実施していく。 

運動、栄養、休養などの相談にも対応できる総合的な健康相談

体制を整備する と と もに、 一人ひと り の生活習慣の改善に向け 
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( 5 ） 耳音受 垣立 イ呆 イ建 文寸 舞篭 

4） 現状と課題 

勤労者の安全と健康については、労働基準法及び労働安全衛生法

で、事業者の責任において確保すべきこととされている。 

豊島区は、池袋地域を中心と した商業・業務機能の集積による副

都心として発展してきたところから、産業構造でみると、卸売業・

小売業やサービス業の第三次産業の割合が高く なっている。 

事業所数は、 25,000所を超え、 なかでも事業所規模 49人以下の事

業所が、全体の約97％を占める。そこで働く従業員数は、全体の約 

58％である。 これらの事業所の多く は、比較的経営基盤が弱い中小

企業や商店である。 

図 3 従業員規模別事業所数・従業者数 

これらの事業所においては、 健康診断が実施されているものの、 

本人まかせになっていると ころも少なく ないといわれている。 この

ため、保健所で実施している健康診断を利用している部分もあり、 

保健所の一般健康相談では、 従業員数 49人以下の事業所について

は、労働安全衛生規則に基づく健康診断を行っている。 

また、 これらの事業所における健康管理の＝方法として、結核予

防法による事業所健診（胸部ェックス線撮影）を実施し、健康への

関心の喚起を図っている。 

「自分の健康は、 自分で守る」 ことが基本であり、生涯を通し

て健康を確保するためには、勤労者一人ひと りが、職場だけでな

く、家庭や地域にあっても、健康づく りに努める必要がある。 しか

しながら、最近では、労働人口の高齢化、事務機器のOA化、就労

形態の多様化等、社会状況の変化に伴って、職場における安全衛生

の課題も変化しており、成人病や心身の疲労と職場スト レスの増加

が問題となっている。 

特に当区に多い中小事業所では、健康診断の実施状況も決して高

いとはいえず、 その後の指導も十分とはいえない。従って、 本人の

努力と と もに、 職場での健康教育、 健康づく りに努められる状況づ

く りが必要である。 また、 勤務形態が複雑化するなか、正職員のみ

ならず、 パー トタイ ム （短期、 長期と も）職員や、外国人就業者の

健康管理に対する事業主の責任も、重要な課題となっている。 



② 施策の方向 

中小企業勤労者の健康づく りや労働安全衛生法等に基づく健康

診断への支援を行う。 

職場ス ト レス等のノらの問題への対応等を含め、職場におしナる健

康管理体制を充実強化するため、区内の医療機関や労働基準監督

署、 保健所、勤労者福祉サービスセンターとの調整と連携を図 

る。 

③ 当面の方策 

職場における心とからだの健康づく り をー層推進してし、く た

め、事業主・勤労者ノ＼の労働安全衛生知識の普及を図る。 

保健所で行う住民健診、一般健康相談、結核健診等へのノト規模

事業所勤労者（パートも含む。）の受け入れ体制を整備する。ま

た、現在計画中である健康診査センターにおレ、て、小規模企業勤

労者を対象と した健康診査や胃がん等のがん検診を行うよう検討 

する。 

中小企業勤労者を対象とするスポーツ・レクリエーショ ンを中

心と した健康づく りの場の提供等、福利厚生事業の充実を図る。 
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( 6 ) 磁訂 不斗 イ呆 イ建 I裏 J霧要 文寸 全衰 

（」） 現状と課題 

豊島区における歯科保健対策は、歯科医師会との連携、協力のも

とに、主と して保健所における妊婦歯科健診、 1歳 6 か月児及び 3 

歳児歯科健診、保育園、幼稚園の歯科健診、及び学校歯科保健を中

心として実施されてきた。 

むし歯の有病者率でみると、 1歳 6 か月健診時には東京都及び区

部の平均値よ り良好であるが、 3 歳児歯科健診時では年々減少傾向

にはあるものの、 まだ高い結果となっている。 

また、 昭和 58(1983）年 2 月の老人保健法施行以来、壮年期以後の 

歯周疾患予防対策の重要性が指摘され、 昭和 58(1983）年 9 月よ り保

健所に。おいて成人歯科相談が、昭和 60(1985）年度より 36歳～ 56歳ま

での国保の加入者を対象にした歯科健診が、 平成 5 (1993）年 1 月か

ら 65歳の区民を対象にした「ニコニコ歯科健診」が開始された。 

―方、心身障害者福祉センターにおいては、通所者を対象に昭和 

61(1986）年度から障害者の歯科健診を実施している。 また、 ねたき

り高齢者（要介護老人）の増加による高齢者歯科保健へのニーズの

高ま り と と もに、 当区においては、 平成元（1989）年 9 月に「ねたき

り高齢者歯科訪問保健医療意向調査」を、 平成 2 (1990〕年 3 月に 

「在宅ねたき り老人歯科実態調査」を行い、 歯科医師会の協力のも

と に、 平成 2 年 10月 よ り在宅高齢者歯科訪問診療事業が開始され 

4 2  

た。 

また、 現在区内 2 か所に歯科休日応急診療所が設けられ、 日曜、 

祝日、年末年始の午前 9 時～午後 5 時まで休日応急診療を実施して

いる。 

ライフサイクルに応じた歯科保健対策を充実していく ためには、 

ライ フステージに応じた対策が必要であると とはいう までもない

が、 その前提には区民一人ひと りの歯科保健意識が高まり、各自に

合ったセルフケアの行動が身につく ための支援が必要である。 その

実践を通して個人の生活習慣が家庭の習慣と して定着し、 その結果

と して区民全体の歯科保健レベルが向上することが重要であり、期

待されるべきである。 このような区民の健康への実践活動を行政が

支援していく ためには、歯科医師会を始めとする保健医療関係者と

の連携、協力に加えて、福祉、学校保健、職域保健等との協力が不

可欠であると同時に、行政内部の体制の強化も重要である。 

② 施策の方向 

母子歯科保健については、児童課、保育課、学務課などと連携

し、 それぞれから得られる歯科保健情報の収集分析を行て）ていく

と と もに、 むし歯や歯周疾患を予防し、 減少させるための対策を

検討する。 

成人歯科保健の分野では、 よ り早い時期からのむし歯予防、 歯

周病疾患対策及び喪失（抜歯）予防の周知徹底のため、 健康教育 
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を進めるとともに、歯科保健指導及び歯科健診の拡充を図る。 

ウ 在宅高齢者の歯科診療の専門施設と して、 口腔保健センターを

設置すると ともに、地域における障害者（児）の歯科訪問診療事

業の拡充を図る。 

ェ 事業所の歯科保健については、今後、情報収集、提供の方法を

含め、関係機関との連携、協力のあり方を検討していく。 

③ 当面の方策 

各種事業の実績の収集分析を行うとともに、歯科保健医療情報

を収集し、 区民にわかりやすい形で提供する。 

歯の衛生週間に行っている「母と子のよい歯のコンクーノレ」 と 

「無料歯科健診」を見直し、子供から成人、老人までが参加でき

る新しい歯科保健事業の実施を検討する。 

成人に対する歯科健診を拡充していく とともに、在宅高齢者歯

科訪問診療の充実を図る。 

口腔保健センターの早期実現と機能の充実を図る。 
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総 数 日本人 外国人 

MI  昭 63 52. 1 46.  2 160.6 

平 元 57. 0 47.  7 221.9 

平 2 53. 9 49. 9 127.9 

＊日本人人口は各年10月 1 日現在推計数 

＊外国人人口は各年10月 1 日現在外国人 
登録者数 

( '7 ） 糸吉 本亥 ・ 晃墓 多極 症豆 文寸 策 	 、 	 当区では、結核の早期発見、早期予防のため、一般区民を対象と 

(1）結 核 

の 現状と課題 

豊島区の結核り患率は、従来より東京都、 23区平均をやや上回っ

ていたが、 昭和 62(1987）年以降、 その傾向はさ らに強く なってい

る。区内では長崎保健所管内に比べて、池袋保健所管内で一層顕著

である。 また活動性結核の有病率も同様の傾向にある。年代別のり

患率及び活動性結核の有病率は、国、都、 23区に比し、 20代、 30代

の若年層に特に高い。 

また、 当区には簡易宿泊所滞在者、住所不定者等が多く、 その中

に重篤な結核患者が目立っている。 

表15 結核躍患率（全結核）の年次推移（各年） （人口10万対） 

全 国 東京都 23区 豊島区 池 袋 長 崎 

昭 60 48. 4 38. 6 42. 1 45. 6 47. 3 42. 0 

昭 61 46. 6 37. 1 40. 7 43. 1 47. 9 32 一 8 

昭 62 46. 2 38. 5 42. 6 48. 4 47. 4 50. 6 

昭 63 44. 3 37. 7 42. 0 52. 1 55. 1 45. 9 

平 元 43. 1 38. 3 43. 6 57. 0 63. 7 43. 0 

平 2 41.9 38. 3 43. 2 53. 9 55. 6 50. 3 

平 3 41.9 38. 3 43. 2 55. 6 57. 0 52. 7 

資料： 「東京都における結核の概況」 

東京都衛生局医療福祉部 他 

して定期結核健康診断、 B ・ C ・ G 接種を行っている。その他定期

外健康診断と して、患者家族検診、接触者検診、業態者検診を実施

している。 

	

さ ら に 当 区で は、 昭和 63 	＃ニ ,。 畦も白に7 一、‘+'4”ロ”中ご」＝ノ I 一．ー 
に ソ ～ コ “、 、 Yd. 、 “口 mU。 表16 豊島区の結核躍患率（人口101 

	

zコでユ、 , n→一些，= ，ユ4 ＋し→ー 	 日本人、外国人8 (1988）年から、 日本語学校在 

校生の結核健診を行っているが、 
	 総 数 日本人 外国メ 

患者発生率は極めて高い状況に

ある。 

国際化の進展とともに増加し

ている外国人の結核については、 

高率な患者発見率や言語、 生活習慣の相違による患者指導の困難

性、治療中断者の多発等問題点が多い。 

② 施策の方向 

当区の結核り患率、有病率は近年増加傾向にあり、特に若年層

に著しいので、 これを抑制する対策を検討し、実施していく。 

日本語学校、簡易宿泊所滞在者、住所不定者、接客業者等に対

して、 重点的に対策の強化を図る。特に外国人の結核について

は、 国や都に対して対策の推進を要請していく。 

豊島区の結核躍患率（人口10万対） 

日本人、外国人別 

③ 当面の方策 
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区民及び保健医療関係者に対して、結核の現状について正しい 	 ② 施策の方向 

認識を促すための広報と ともに、 日本語学校就学生を始めとする 	 ア 海外渡航者や来日外国人の増加により、海外から持ち込まれる 

外国人に対しても、広報活動を推進する。 	 法定伝染病や、法定伝染病以外の輸入感染症が増力日しており、 こ 

簡易宿泊所滞在者、住所不定者等の継続的な検診、治療を実施 	 れらへの対応を強化する。 

する。 	 イ 海外邦人の帰国者や在留外国人等の予防接種の未接種者に対す 

治療継続や再発防止のための保健指導の徹底を図る。 	 る接種体制を整備する。 

ウ 梅毒、淋病などの従来の性病に加えて、他の性行為感染症（ s1 

(2 ）感染症 	 TD ）への対策を図る。 

① 現状と課題 

法定伝染病の発生は、生活環境の改善、医学技術の進歩等により 	 ③ 当面の方策 

著しく減少したが、赤痢の発生は国際交流の進展を背景に依然と し 	 ア 法定伝染病の発生時防疫措置につレ、て、適切かつ迅速な防疫活 

て続いている。 	 動を行うため、担当職員の研修と適正配置を検討してし、く。 

伝染病予防のための平常時防疫措置としては、食品取扱者等の検 	 ィ 医師会並びに東京都及び他区と協議して、誰でも、 いつでも、 

便 定期及び臨時予防接種、風疹抗体検査を実施している。 	 どこでも予防接種が受けられるように予防接種体制の見直しを図 

また患者発生時防疫措置と して、 防疫所・病院等と連携して、患 

者の収容’消毒を行うほか、感染源 感染経路の調査、患者の関係 	 ウ 医療機関や福祉施設等にお lナる院内感染を予防するため、関係 

者や海外帰国者等の検便を実施している。 	 機関に対し、予防対策の周知を図る。 

予防接種の接種率については、 23区とほぽ同じ値であるが、海外 	 工 性行為感染症についての情報収集を行うとともに、若い世代に 

からの帰国子女等や在留外国人に未接種者が見られる。 	 対する正しい知識の普及、啓発等の予防教育に努めてし、く 

最近、病院や入所施設における MR SA （メチシリ ン耐性黄色ブ 

ドウ球菌）等による院内感染が問題となっている。 また、性病及び

性行為感染症は、性意識の変化に伴って増加傾向にある。 
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( 8 ） ニ1二一 -i' Zご 文寸 舞乏 
	

保健所のみでなく、豊島区と しての取組みが必要であり、 そのた 

めの体制を整備していく。 

rll 現状と課題 	 イ ェイズについての正しい知識の普及とュ．イズ感染者・患者に対 エイズについての正しい知識の普及とュ．イズ感染者・患者に対 

日本のエイズ感染者、患者は近年急増している。そのため国は、 	 する偏見をなく すための啓発活動をきめ細かく実施していく。 する偏見をなく すための啓発活動をきめ細かく実施していく。 

'r 成 4 (1992）年 3 月我が国のエイズ対策の基本となるエイズ問題総 	 ウ 保健所における相談、 カウンセリ ング及び検査体制を充実す 保健所における相談、 カウンセ リ ング及び検査体制を充実す 

査対策大綱を改正した。 	 る。 

都も「東京都ェイズ対策推進会議及び専門家会議」を設置して、 

ア 普及啓発活動の強化、 イ 相談検診体制の充実、 ウ 医療体制 	 ③ 当面の方策 

の確保、ェ 調査研究体制の推進を柱とする対策を進めている。 	 ア 区と してエイズ対策に対応する全庁的推進体制を強化する。 

池袋、長崎両保健所では、 昭和 62(1987）年 2 月からエイズ相談、 	 イ ェイズに対する正しい知識の普及と、ューイズ感染者・患者に対 

抗体検査を開始し、 開始当初は多数の来所者があったが、その後は 	 する偏見をなく すための啓発活動を積極的に展開する。 とく に職 

次第に減少してきた。 しかし、 エイズ感染者の急増が報道されて、 	 域、 学校における啓発活動を強化する。 

平成 3 (1991）年 12月以降は相談、検査件数ともに急激に増加した。 	 ウ 保健所における相談、 カウンセ リ ング及び検査体制を充実す 

広報啓発活動と しては、 区広報紙への掲載や毎年成人式等でのパ 

ンフレッ ト配布を実施している。 	 エ イベン トの開催等、 ューイズ予防の広報・啓発活動を積極的に展 

また、 平成 4 (1992）年 7 月、 「豊島区エイズ対策推進委員会」が 	 開する。 

発足し、 当区におけるエイズ緊急対策事業に取り組んでいる。 

エイズまん延阻止のためには、 国の対策に連動して東京都と区が 

連携し、 有効かつ具体的な施策を強力に推進する必要がある。 

② 施策の方向 

ア ューイズ対策は、 問題の深刻さ、重大性からして、単に衛生部、 
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( 9 ) 半青 ネ申 イ呆 健 医 I寮 文寸 参畿 

① 現状と課題 

精神障害者の人権擁護と社会復帰の促進を柱と して、 昭和 63 

(1988）年 7 月、 精神衛生法が改正され、精神保健法と して施行さ 

れ、入院中心の医療体制から、通院医療や社会復帰事業など地域で

の生活支援体制づく りの充実が求められている。 

豊島区の精神障害者数を正確に把握することは困難であるが、昭

和 38(1963）年度厚生省精神衛生実態調査から推計すると約 3,500人

程度と考えられる。 

区内の医療機関で、精神科又は神経科を標梼する病院は 2 か所、 

診療所は 15か所であるが、精神病床を有する医療機関は区内には皆

無である。 

当区では、精神保健法の主旨に沿い、精神保健相談、酒害相談、 

高齢者こころの相談、訪問指導、精神保健講演会等を行う と とも

に、社会復帰対策と して精神障害者生活指導事業（保健所デイ．ケ

ア事業）を平成元（ 1989）年度から池袋保健所で、平成 2 (1990) 

年度からは長崎保健所でも行っている。 また、 区内 7 か所の共同作

業所に対して運営費の助成を行っている。 さらに平成 5 (1993）年 

2 月策定の豊島区障害者福祉計画において、精神障害者の地域自立

生活を推進するため、各種の施策の計画化を図っている。 

回復途上の精神障害者が地域で生活していく ためには、地域の人 
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々の理解はもちろんのこと、 区においても精神保健に関する正しい

知識の普及や理解の促進に積極的に努める必要がある。 また、地域

において福祉、 就労、教育、 住宅などの関連分野との連携を強化

し、総合的に社会復帰対策を推進する必要がある。特に、 自立、社

会復帰のためのデイ ケア施設、入所又は通所により生活指導を提

供できる施設や、共同住居等の施設が不足しているので、今後、対

策が必要となっている。 また、社会復帰対策を推進する前提と し

て、 医療対象者の正確な把握と適切な医療の確保が必要となる。 

現代の社会情勢の変化の激しさや複雑さが増すなかで、区民にお

いてもス ト レスによる健康上の悩みや問題を抱えている人が多く な

っており、精神相談体制の充実を積極的に図る必要がある。 また、 

非行や登校拒否、家庭内暴力、 いじめ、職場不適応、アルコール依 

存症等様々な問題に区民は遭遇しており、 これらの対策につし、ても

よ り充実する必要がある。 

痴呆性高齢者は今後の人口の高齢化を考えると一層の増加が予想

されるが、 これに対する有効な予防や治療法が必ずしも確立されて

いないのが現状である。 また、施設面においても入院入所施設やシ

ョー ト‘ステイができる施設の拡充など急がれる課題も多し、。 

② 施策の方向 

ア 心の健康づく り に関する普及啓発活動等によ り、 区民の心の健

康づく りを進めると と もに、 区民の精神保健に対する偏見や誤解 
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の解消に努める。 

‘ 早期発見、 早期治療へと結びつける対策と して、相談窓口の拡

充や保健婦等による地域相談活動の充実を図る。 

ウ 精神障害者医療について適正な医療が確保されるように、 医療

機関との連携を強化する。 

L 精神障害者の社会復帰を推進するための体制を整備する。 

痴呆性高齢者に対する施策については、 デイ・ホームやショー 

ト・ステイの拡充等を促進し、各種相談や保健、福祉サービスを

総合的に提供するなどその充実を図る。 

情報交換、担当者の研修・教育等を含め、対策の効果をあげる

ため、医療、福祉、、教育等多くの分野により構成される連絡協議

組織の設置を検討する。 

同して保健指導を実施するよう、 関係機関との連携を強める。 

ェ 民営の共同作業所に対する運営費の助成を一層充実するとと も

に、施設整備の方策についても検討する。 

社会復帰のための住宅確保対策として、 グループホームの設置

を推進すると ともに、 福祉ホームの設置を検討する。 

保健所デイ・ケアの事業内容の充実及び施設の増設を図ると と

もに、交流・相談・訓練・ケア等の場である精神障害者クラブハ

ウスの設置について検討する。 

痴呆性高齢者に対する施策と して、 デイ・ホームやショート

ステイの拡充等を促進する。 

関係機関による連絡協議組織の設置を検討する。 

の 当面の方策 

ア 心の健康づく りに関する各種パンフレッ トの配布や広報活動及

び精神保健に関する講演会、健康教室等の普及啓発活動を充実す

る。 

ィ 精神保健相談について、総合的な健康相談（「家庭保健相談」 

など）や、 電話相談（「ヘルシーダイヤル」など）の実施等、保

健所で気楽に相談できる体制を整えると と もに、 民間精神障害者

相談員制度の設置について検討する。 

ウ 訪問指導の充実を図ると と もに、 医療、 福祉、教育活動等と協 
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が求められている。 

① 現状と課題 

特殊疾病（難病） は、原因不明、治療法未確立で長期の療養を必

要とする疾病である。 このため、患者、家族の経済面、精神面、介

護面等にわたって負担が大きい。 

国・都において医療費公費負担が行われ、平成 3 (1991）年度末

で、 49疾病（うち国 35疾病）が指定され、本区の認定患者数は 970 

人である。 

当区においては、福祉手当の支給、福祉タクシー券の支給、機能

回復訓練助成（はり、 きゆうマッサージ券の支給）、寝具類の洗濯

乾燥助成、 パーキンソン病友の会への補助等を行っている。 

医療面では、 当区が副都心区であるという地理的条件から、近接

地域内に国公立や私立の総合病院があり、比較的恵まれている。特

に都立大塚病院は、謬原病系難病医療を実施するとともに、難病患

者の緊急一時入院も行っている。また、昭和 63 (1988）年度からは

医師会を中心に訪問診療が実施されている。 

今後の課題と しては、 当区の場合は、早期発見をどう していく

か、療養環境をいかに適切なものにしていくかがあげられる。 これ

らのことは豊島区障害者福祉計画（平成 5 年 2 月策定）において、 

福祉保健施策が計画化されており、平成 3 (1991）年度に行った患者

実態・意向調査及び患者会意「i】］調査等の意見、要望を踏まえた実現 
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② 施策の方向 

保健所や医療機関における患者の早期発見及び相談、指導体制

の充実を図る。 この際、患者の保健医療面のみならず、生活の向

上（ QOL ）をも考慮した対応を図る。 

介護者の健康が損なわれた場合や、緊急時に患者を受け入れら（ 

れる病床の確保を図る。 

在宅療養における医療の提供の一環として、訪問診療事業のな

お一層の拡充、活用を図る。 また、必要に応じた往診医の確保を

実現し、病状悪化時にも対応できる体制づく りを検討する。 

ェ 在宅療養を支援するために、以上述べた施策のほかに、従来の

諸施策を拡充して、患者・家族の要望に応えていく。 

③ 当面の方策 

保健所や医療機関における患者の早期発見及び相談、指導体制

の整備を進める。 

緊急時等、必要時に患者を受け入れられる病床の確保を図る。 

訪間診療事業の拡充、活用を図る。 
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① 現状と課題 

障害者に対する保健医療サービスの基本は、障害の早期発見から

リハビリテーショ ンまで一貫して提供でき、住み慣れた地域で生活

できるようにすることである。 その際、 ノーマライゼーショ ンの思

想の普及は大切な課題となる。 

豊島区では、 昭和 57(1982）年に心身障害者福祉センターを開設

し、障害者への福祉対策は大きく前進した。 

‘ 障害者に対する保健医療対策としては、保健所で母子保健事業や

成人保健事業において、障害の発生予防と早期発見、早期療育の位

置付けで実施し、 また育成医療等の医療費給付も行っている。 

一方、心身障害者福祉センターでは、生活実習所及び福祉作業所

とと もに相談、訓練（幼児、成人）や生活指導、作業訓練等を実施

している。 また福祉部門では手帳所持者に対する各種助成制度（医

療費、機能回復、補装具・日常生活用具、住宅設備改善等）を行っ

ている。 

身体障害者手帳交付状況を昭和 58 (1983）年と平成 3 (1991）年で比

較すると、重度の肢体障害者の増加と内部障害者の増加が認められ

る。肢体障害においては脳血管疾患が、 内部障害では心臓疾患が最

大の比重を占めている。  

② 施策の方向 

母子保健事業の充実、母体への有害因子の除去などについての

普及啓発、愛の手帳の有効活用、及び成人保健事業を徹底する。 

在宅障害者の生活と医療を充実させるための支援体制の確保を

図る。 

ノーマライゼーショ ンの思想の普及啓発を図る。 

③ 当面の方策 

妊産婦・乳幼児の保健指導等の充実により、障害の予防ととも

に障害の早期発見に努める。 

早期療育を行う指導訓練機関の充実と関係諸機関の連携による

フォローアップ体制の整備を図る。 

将来、 障害を伴うような成人病等の予防のために健康教育、健

康相談、健康診査の充実を図る。 

ェ 医療・教育・職業・社会的リノ、ビリテーショ ンの総合的推進を

図る。 

ホームノ＼ルプサー ビスなど障害者や介護者への支援を強化す

る。 

ノーマライゼーショ ンの思想の普及啓発活動を広く展開する。 



( 1 2 ) 3最 土寛 乙i§ 害 イ呆 使廷 ヌ寸 舞造 

① 現状と課題 

都内の大気汚染の現状については、定期的にー般測定局と自動車

排出ガス測定局で NO2 （二酸化窒素）、 S 02 （亜硫酸ガス） 

Co （一酸化炭素）、浮遊粒子状物質等の項目について測定してい

る。当区でも、他の都心区と同様に、窒素酸化物、浮遊粒子状物質

等は環境基準をオーバーしている。 

当区は、昭和 50(1975）年 12月公害健康被害補償法の地域指定を受

け、大気汚染による疾病の多発地区とされてきたが、昭和 63(1988) 

年 3 月制度改正によ り、地域指定は解除された。 しかし、解除以後

も大気汚染による健康障害者は発生し続けている。 

表 17 公害健康被害者と大気汚染健康障害者の推移 

一 	’ 	‘一“ 'I、 	ー’ー‘“一 ・ ハ ノ 

区 分 昭和 57年 昭和 63年 平成元年 平成 2 年 平成 3 年 
公害健康被害 

被 認 定 者 1, 084 1,676 1,596 1,471 ー d
, 
2 

0 

7 

7 
2  

大気汚染に係 
わ る 健康障害 

被 認 定 者 
2 46 

142 219 

大気汚染に伴う公害患者への保健医療対策と しては、既認定患者

に対する法に基づく補償給付のほか、 「東京都大気汚染に係る健康

障害者に対する医療費の助成に関する条例」に基づき、 18歳未満の 

健康障害者に対する医療費の助成に関する認定審査等を行ってい

る。 
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また、公害保健福祉事業と して、ぜん息教室、学習会 地域交流

会、講演会、家庭訪問指導、水泳教室、転地療養、施設療養、保養

施設利用助成、空気清浄機貸与等の事業を行ってし、る。 

さらに、公害保健被害予防事業と して成人のための「健康相談」 

と、乳幼児を対象とする「アレルギー相談」を実施してレ、る。 

花粉症については、年々増加傾向がみられる。 

② 施策の方向 

健康被害者（児）の発生予防対策の拡充を講ずる。 

公害保健福祉事業の充実とともに、健康被害者（児）に対する

健康教育及び各種健康相談等の保健指導を強化してし、く 

③ 当面の方策 

ア 公害保健福祉事業、 アレルギー相談等の保健相談、 啓発活動 

（講演会等）等を通じて一人ひと りに対する保健指導を強化す 

る。 

「東京都環境管理計画」を指針と して、 区民に快適な環境を創

造・保全していく よう、施策の展開を図る。 

自動車排気ガス対策の推進並びに大気汚染による健康障害者の

保健医療及び救済の充実を国へ要請してし、く。 
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表18 休日診療所（固定） 

~① 現状と課題 

I 東京都における救急医療については、従来から「いつでも、 どこ 

~でも、 その症状に応じ、必要かつ適切な医療が受けられる救急医療

体制の整備」が進められてきており、救急告示医療機関制度を基本 

1と しながら、補完対策と して休日・夜間の各種の診療体制が逐次整 

~備されてきた。 

I その中で、特別区は、休日、準夜の内科・小児科についてー次医 

~療を担当している 。  豊島区においても 区医師会 歯科医師会 の協 

~力を得 て  内科 小児科 歯科 の休日診療と 内科 小児科の休日 

~準夜及び土曜準夜診療を実施している。 また、 これらの休日診療所 

~に対応して 薬剤師会が休日調剤を行 っ  ている 

これら休日診療の区民への P R については、 「広報と しま」 「と 

~科 小児科）等により周知を図ってレ、る。 

i  

i なお、区内の救急告示医療機関は、平成 5 (1993）年 3 月末現在、 

-19機関で、 豊島・目白・池袋及び高松の 4 救急隊により、救急搬送 

I が行われている。 

区 分 診察日 時 	間 医 療 機 関 名 開 始 時 期 

内 科 

小児科 

日曜・祝日 
12月29日～ 
1月5日 

午前9時～ 
午後10時 豊島区池袋休日診療所 

（西池袋3-22-16 
豊島区医師会館内） 

・休日 
昭和55年4月1日 
・休日準夜 
昭和53年10月15日 
・土曜日準夜
平成3年4月6日 

土曜日 午後5時～ 
午後10時 

日曜・祝日 
12月29日～ 

1月5日 

午前9時～ 
午後5時 

豊島区巣鴨休日診療所 
（巣鴨4一22-17 
豊島区衛生部分庁舎内） 

昭和56年6月7日 

豊島区雑司が谷休日診療所 
（雑司が谷3一 1-7 

教育文化センタ一内） 
昭和62年10月1日 

豊島区長崎休日診療所 
（長崎2一27一18) 

昭和58年6月5日 

歯 科 日曜・祝日 
12月29日～ 

1月5日 

午前9時～ 
午後5時 

豊島区歯科休日応急診療所 
（南大塚2-37-1 

豊島区歯科医師会館内） 
昭和54年7月1日 

豊島区長崎歯科休日応急診
療所 
（長崎2一27一18) 

平成3年6月2日 

表19 休日診療受診者数の推移 

区 	分 昭 61 昭 62 昭 63 平 	1 平 2 平 3 

内 

科 

小
児

科 

休日昼間 2, 364 1, 936 1, 988 2, 391 2, 188 2, 203 

休日準夜 791 192 183 211 163 177 

土曜日準夜 80 

歯 	科 422 444 418 463 540 590 

しま百科」及びハローダイヤル、 区医師会のテレホンサービス （内 
I ー ー ー ’ ’ ー ー ’ ー  
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イ 

ウ 

② 施策の方向 

現在の内科・小児科、歯科診療にとどまらず、眼科、耳鼻咽喉

科等診療科目の拡大を図る。 

初期救急医療対策を推進するため、休日診療に当たる医師の確

保を図る。 

家庭等における応急処置技法について、普及啓発を図る。 

③ 当面の方策 

る 

ア 

イ 

休日診療の医師の確保対策及び診療科目の拡大について検討す 

。 

家庭でできる救護法や応急手当の知識、技能等について応急措 

置法講習会等を開催し、 その普及に努める。 



区・・・・救護所の設置を行う と ともに、医療救護班を編成し、一次

的な応急医療活動を実施する。 また、 医療資器材・医薬品

等を確保する。 

・区の実施する応急医療活動を広域的立場から支援・補完す

るとと もに、救護所では対応できない重傷者を受け入れる

後方医療施設を整備する。 

豊島区では、 「地域防災計画」の中で、医師会、薬剤師会等の協 

1 4 ) ジ乏ど書ニ I医 ,寮 文寸 策 

① 現状と課題 

~火害や大規模事故などの場合 特に震災時等は 一 時に多数の負 

~傷者が生じることが予想され、 区民の生命、財産を守るため、応急 

、医療体制の整備が重要である。都と区は、 「震災対策における都・ 

I区間の役割分担」により 以下のとおりの役割分担を行っている。 

衛生局及び都医師会で定める医薬品セッ ト （ 7 点セッ ト） を基準

に、各救護所開設予定施設に確保している。 しかし、 この医薬品等

のみでは不足を生じる場合には、 区薬剤師会に提供を要請すること

と している。 さ らに、必要に応じて都衛生局へも調達を要請する。 

なお、 あらかじめ備蓄する医療資器材や医薬品については、その

品目や数量の見直しを行いながら、整備していく必要がある。 

後方医療施設については、都の分担とされているが、 区において

も、 区医師会の要請に基づいて、区内の後方医療施設である私立救

急病院へ一部資器材の配備を行ったが、今後、搬送体制について検

討を進める必要がある。 

② 施策の方向 

豊島区災害医療運営連絡会を中心として、 区医師会等の協力を得

ながら、 災害医療体制の整備を図る。 

i力を得て、応急体制の整備を図っており、医療救護班の編成及び医 

「療資器材や医薬品の整備等の計画の再点検を進めてレ、 る 

震災時には、地域防災センター（ 29か所） と保健所（ 2 か所） 

区医師会館の計 32か所に救護所を開設し、 区職員による医療救護班

のほか、 「災害時の医療救護活動に関する協定書」によ り、 医師会

等医療関係団体による医療救護班を編成し、救護所へ派遣すること

と している。 このため、 医療救護班の使用する医薬品について、都 

6 4 

③ 当面の方策 

医療救護班の体制の見直しを図る。 

備蓄医療資器材・医薬品等の品目と数量の見直しを図る。 

6 5 
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( l 5 ） 止a マ召乏くzフ 石雀 イ牙ミ 文寸 釦無 

① 現状と課題 

現在、輸血は殆ど全血輸血から成分輸血へ移行し、医学、医療技

術の進歩により、 医療用血液のうち成分製剤の需要が年々増加して

いる。特に血繁を原料と して、血葉分画製剤が作られ、感染症の予

防や血友病の治療などに幅広く使用されている。 

しかし、 この血葉分画製剤は、現在その大部分を輸入に依存して

いるのが現状であり、全ての血液製剤を国内の献血によって自給す

る体制を確立することが急務となっている。 

また、血液製剤の安全性については、 ウイルス検査や血液の加熱

処理などの安全対策がと られており、都は、血液センターに立ち入

り、監視、指導を行っている。 

豊島区には、 日本赤十字駒込血液センターのほかに、固定献血ル 

ームが 2 か所設置されており、献血団体と して職域 51、地域 8 、学

校 18、推進団体 10の計 87団体が登録されている。 日赤血液センター 

やこれら献血推進団体と ともに、地域住民の理解と協力の下に血液

事業の推進を図る必要がある。 

献血及び 400ミ リ リ ッ トル献血の周知と推進を図る。 

イ 血液製剤は、使用者である医師の理解と協力により適正使用を

図る。 

③ 当面の方策 

若者を中心と した新たな献血者の確保を図るため、普及、啓発

活動を進める。 

地域、職場、学校、事業所等の献血組織を拡充する。 

住民組織を通じての日赤献血運動に対し、協力していく 

ェ 医師会等の協力によ り、 医療機関等に対し、 「血液製剤の適正

使用ガイ ドライ ン」の普及に努める。 

② 施策の方向 

ア 日赤血液センターや各献『Il 推進団体の協力のもとに、 献血思想

を普及し、 若者特に学生層の献血率を向上させると ともに、成分 

6 6 
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1 6 ） 医 鼻ミ 占早1 く2> gそ 全：石雀 イ呆 文寸 策 

① 現状と課題 

医薬品の品質や安全性を確保するため、都では、薬事法に基づき 

製造業者や薬局等への立入検査や収去試験などを実施しているが、 

「いまだに行政処分や指導を必要とする事例が発生している。 

一方、医薬品を使用する消費者においても、用法・用量・使用上

の注意事項を守らずに使用 したこ とによる副作用の発生や、 睡眠 
I 

「 
剤、鎮咳去疾剤などの医薬品を不正に用いる例が頻発している。さ 

I 
~らに、近年の健康・自然指向の高まり とともに、 いわゆる健康食品 

iや自然食品による医薬品的な効能・効果の標傍や過剰摂取などが問

題となっており、 医薬品等の適正な使用を指導していく 必要があ

る。 

② 施策の方向 

~ア 関係団体の協力を得て、 医薬品情報の収集、提供を図る。 
「 

~ 
Iイ 医薬品の適正使用に係る普及啓発を推進する。 

③ 当面の方策 

「薬と健康の週間」のイベン ト開催等によ り、医薬品情報の提

供と正しい知識の普及啓発を進める。 

薬局等の情報提供、相談機能の充実を図る。 

関係団体を通じて、 医薬品の適正使用の普及啓発を図る。 

る 

6 8 



』 	 ( 1 '7  ) 覚せ し、 斉リ等雪起牛勿舌L 用 	 J  保健所等での薬物依存症への取り組みを充実 強イヒする 

β方 且二 文寸 策 

① 現状と課題 

現在、我が国は国際化など時代の流れとともに、麻薬、覚せい剤

をはじめと し、大麻、 コカイ ン、 L SD 、睡眠剤、精神安定剤から

トルエン、 シンナーまで薬物等の乱用が多様化してきている。 

また都内でも、家庭の主婦や青少年にまでも薬物乱用の影響が及

んできており、 大きな社会問題となっている。 

覚せい剤をはじめ薬物乱用禍を根絶するためには、覚せい剤等の

使用の恐ろしさを周知徹底することが重要であり、覚せい剤に「近

よらない」 「近づけない」ための広報啓発活動が重要である。 

当区では、覚せい剤等の乱用防止の啓発活動を行うことを目的と

して、 「覚せい剤等乱用防止推進員」が都の制度と して昭和 54 

(1979）年に発足し、 「東京都覚せい剤等乱用防止推進豊島地区協

議会」が設置されている。  

⑧ 当面の方策 

青少年に対する覚せい剤、 麻薬、 シンナー等乱用防止のための

啓発運動と指導の強化を図る。 

各種青少年関係団体の指導者に、覚せい剤等の薬物乱用防止活

動について、 その理解と協力を得るよう努める。 

協議会が行っている啓発普及活動に対し、 より一層の協力・助

成を行う。 

ェ 保健所における精神保健相談を中心と した、相談や啓発活動な

どをよ り一層強化する。 

② 施策の方向 

若年層を対象と した広報・啓発及び中学生・高校生に対する薬

物教育の推進を図る。 

関係機関との連携、住民各層の参加、民間団体への支援等の充

実を図る。 

6 9 	
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1 8 ) ：食 占で1 等くフ＞ 多そ 雀と 石雀 イ呆 タ寸 策 

‘① 現状と課題 

食品流通の広域化、国際化の進展により、輸入食品への依存度は

年々増している。 これに伴い、 食品保存技術の高度化、食品添加

物、農産物の残留農薬（ポス トノ、ーベス トを含む。）、各種有害化

学物質等、食品をと り まく新たな問題が山積している。 

「 また、高齢化社会の到来や、健康志向の高まりに伴い、食品に関

する情報へのニーズも、安全性のみならず、新規開発食品、特定保 
l  

i健用食品 健康食品等 の新しい適切な情報提供が求められている。 

I‘ 食中毒についても、 ここ数年、全国的にも東京都全体でも減少傾

向にあるなかで、 当区では、発生件数・患者数とも、横ばい状態で

あり、今後一層の対策が必要である。 

ー方、飲料水に関しては、近年、 ミネラルウォーター類の販売量

の増加や、家庭での浄水器の急激な普及などにみられるように、飲

み水の安全性、 おいしい水の確保が求められている。 

り 今日の水道は、給水圧力の関係で、 2 階建まで水道事業者（都営 
I 
~  
~水道）の責任で直接給水しているが、 3 階以上のビル、 マンション 

「 

は、水道を一度受水槽に貯えてから、高置水槽等により各階に給水

している。保健所では、受水槽 1 0 m3 超の施設について、水道法に基

づき監視指導等を行い、飲料水の安全確保に努めている。 しかし、 

水道法の規制を受けない受水槽 10が以下の小規模給水施設について  

は、指導要綱により、実態把握に努めるとともに、 自主管理を中心

に衛生指導を行っているが、給水規模が小さいため、管理体制の未

整備なところもある。 

② 施策の方向 

食品衛生の検査体制の充実強化を図る。 

食品関係営業者の衛生講習会の徹底と消費者に対する教育の充

実を図る。 

飲料水の安全確保を図る。 

③ 当面の方策 

食品による事故を防止するため、食品の安全性と営業施設の衛

生を確保し、効率的な監視を行う。 

食品衛生指導員や食品衛生責任者の衛生教育を実施し、 自主管

理の徹底を図る。 

区民を対象に、食品衛生街頭相談、消費生活展、 さらには、 区

広報等を通じて、正しい食品の取り扱いや新しい情報の普及・啓

発等を行い、 家庭における食品による事故の防止に努める。 

ェ 小規模給水施設の管理者に対し、受水槽の維持管理等の衛生指

導を行い、 自主管理を徹底し、飲料水の安全確保に努める。 

オ 消費者に対し、 浄水器の正しい使い方や、 井戸水の衛生管理

等、 安全で衛生的な飲料水に関する知識の普及啓発を図る。 
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( 1 9 ) づ7 1 ミ プー ノレ づ7ー フフ 文寸 採ミ 

① 現状と課題 

我が国における医療水準の進展はめざましく、医療へのアクセス

や低い死亡率などは世界に誇るものであるが、反面、 あらゆる医療

をもってしても治癒の望めないいわゆる末期患者に対しては、必ず

しも人間性を尊重した十分なケアがされているとは言い難い面もあ

る。延命治療を最優先と し、末期患者のクォ リティ・オブ．ライフ 

(Q・0・L・）をなおざりにしてきた現代医療への反省カ・ら、 ターミナ 

ルケアの充実が望まれている。 

豊島区においては、平成 4 (1992）年 1 月、高齢者人口比率は 14.0 

％であり、平成 12(2000）年は 16・9％と予測され、 6 人に 1人は高齢

者という高齢社会が目前に迫っており、今後、死の看取りは、社会

的にも大きな比重を持つことが予想される。 

死亡小票よ り見た死亡場所は、1,801 人中、病院等施設内死亡が 

1,580人であり、約 9 割を占めている。 しかしながら、患者、家族

の中には自宅でのケアの要望も強いため、病院等の施設におけるタ 

ーミナルケアだけでなく、在宅でのターミナルケアのあり方も検討 

する必要がある。 

看護体制を整備していく 

家族の介護力を支援するために、在宅ケアの充実を図る。 

末期患者及びその家族の不安や苦悩を理解し、患者の Q. 0. L を

高めていく援助ができるよう、 医療 介護に携わるスタッ フのタ 

ーミナルケアに関する理解と資質の向上を図る。 

区民に対し、 ターミナルケアや、 イ ンフオーム ドコ ンセン ト 

（十分な説明と同意）の考え方について、普及啓発を進める。 

③ 当面の方策 

医師会等との協力のもとに、在宅におlナるターミナルケアを可 

能とするため、 緊急時ベッ ドの確保及び訪問看護体制の整備を進

める 

保健‘医療・福祉サービスの連携を強化し、在宅ケアの充実を

図る 

医療や介護従事者等に対するターミナルケアについての研修会

を充実する。 

ターミナルケアやイ ンフォーム ドコンセン トに関する区民の理

解を深めるための啓発活動を進める。 

② 施策の方向 

ア 医師会等の協力による力 亡医療の確保、病診連携体制及び訪問 

7 3 
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( 2 0 ) Iノ ノ＼ ピ リ 医 癌要 イ本こ 市リくフフ 整 イj請 	 るような精神的支援が必要である。 

① 現状と課題 	 ② 施策の方向 

	

豊島区においても、人ロの高齢化とともに脳血管疾患等の成人病 	 ア 「寝たき りは予防できる」 という視点に立って、 リノ、ビリテー 

の増加や骨折等により、 リハビリテーショ ンの必要な人達が増加し 	 ショ ンの考え方の普及啓発を進める。 

ている。 	 イ リハビリ対象者を早期に把握して、個々の状況に応じた地域リ 

	

当区においては、主治医との連携のもとに、患者の機能回復と生 	 ハビリの展開を図る。 

活の拡大等を目的と した地域リノ、ビリテーショ ン活動を推進してい 	 ウ 訪問リノ、ビリ事業の拡充を図り、個々の障害に応じた生活の場 

る。 	 の改善を図る。 

通所リノ、ビリは、衛生部、保健所のリノ、ビリ体操教室、高齢者在 

宅サービスセンター、高齢者福祉センター、西池袋寿の家及び心身 	 ③ 当面の方策 

障害者福祉センターで実施しており、訪問リハビリは訪問看護指導 	 ア 寝たき り予防のためのリハビリテーションの考え方の普及啓発 

事業の一環として実施している。 	 を強化する。 

	

入院中のリハビリに引き続いて、退院後、早期に地域リノ、ビリを 	 イ 病院等医療機関及び福祉部門等との連携を強化し、 リハビリ対 

開始することが必要であるが、平成 4 (1992）年 4 月より老人在宅 	 象者の早期把握のための情報連絡システムの整備を図る。 

療養情報提供システムができたものの、 まだ充分に機能していない 	 ウ リハビリ対象者が身近なところで継続してリハビリができるよ 

など、病院と地域との連携が不充分である。 	 う、通所訓練施設並びに施設までの送迎体制の整備を図る。 

	

また、各施設での通所リハビリや訪問リノ、ビリは、相互に連携を 	 ェ 各施設の通所リハビリ と訪問リハビリを体系的、組織的な体制 

図ってはいるものの、 区と してー貫性のある地域リノ、ビリテーショ 	 に整備し、 専門スタ ッフの有効活用等により地域リノ、ビリの水準 

ン事業と しての展開ができておらず、体制の整備が今後の課題とな 	 を向上させる。 

ってし、る。 	 オ 住居内でのリノ、ビリ機器の活用と住宅改造等の施策を充実させ 

	

さ らに、 リハビリ対象者が常に希望を持ち、 生きがいを感じられ 	 る。 
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鯛与 5 	イ呆 健 医 I寮 才幾 育旨くフフ う車 携 ロフ 手佳 i焦 

( 1 ） 保 ィ建 医 霧要 機 関 0フ 才幾 育旨 ラ手 手旦 さ二 

う重 手篤 

① 現状と課題 

高齢人ロの急速な増加や少産子化による人口構造の変化の中で、 

医療需要の増大・多様化に的確に対応し、住民に適切な保健医療サ 

ービスを確保していく ためには、保健医療供給体制を整備し、保健

医療資源を有効に活用することが必要である。東京都保健医療計画

では、住民の日常的なニーズに応じた保健医療サービスや福祉サー 

ビスなどが包括的に提供される場と しての一次保健医療圏を各区市

町村を単位と して設定している。 したがって、豊島区においては、 

プライマリ ケアを中心に、健康づく りから疾病の予防，リノ、ビリ

テーショ ンに至る包括的保健医療供給体制の整備を図る必要があ 

る。 

プライマリ・ケアにおいては、通常、住民の最も身近な医療機関

と しての診療所医師が中心的な担い手である。診療所医師は、外来

診療、往診等のほか、各種保健事業への協力、学校医 産業医と し

ての活動など地域の保健医療の中核となっている。 

豊島区内には、平成 2 ( 1990）年 10月末で 417か所の診療所があ

り、 8 年前の昭和 57 (1982)( i の 430か所とほぼ同数であるが、 平 

7 7 

成 2 (1990）年医師 歯科医師 薬剤師調査での区内診療所従事医 

師のうち 60歳以上が 42％を占めるなど、 診療所医師の高齢イヒが進

み、 区内開業医の平均年齢は 64歳となっている。 

また、 いわゆるビル診療所やコンタク ト診療所、美容外科の増加

など、 「かかりつけ医」と しての機能を持つ診療所は少なく なって

いる。今後も、地価の高騰や、若い医師の勤務医志向等による開業

医の後継者難等、 かかりつけ医としての機能を持つ診療所はさらに 

減少すると思われ、 地域のプライマリ・ケアを維持拡充してし、く た

めには、 中長期的展望に立った対策が必要である。 

昭和 62 (1987）年に都が実施した「都民の保健医療に関する意識 

調査」では、かかりつlナの医師を決めている人は約54% 、今後決め 

たいと思っている人が約 29％とかなりの高率を占めているが、 一方 

では、住民の大病院志向も強い。診療所機能と病院の外来機能の役

割分担が十分に整理されてレ、ない状況ではあるが、医療の受け手で

ある住民の医療機関の選択の“自由” を基本と しながらも、 住民が

身近にかかりつけ医を持つことが、 プライマリ・ケアを軸とする医

療供給体制のシステム化にとって重要であり、 住民が日頃カ，らかか 

りつけ医を地域にもってもらう よう、健康教育等を通じての普及、 

啓発を行うことが必要である。 

プライマリ ケアの理念である医療のー貫継続性と包括性の達成

には、各医療提供施設間、特に病院と診療所間の連携が重要である 

が、 区のレベルでは、 プライマリ ケアを担う診療所問の連携、 診『 
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~療所と二次医療と しての入院や専門外来等の機能をもつ病院との連 

~携等を図っていく必要がある。 

~ 病診連携の一例と しては、 区内唯一の公立病院である都立大塚病 

I 院では、 「医療連携懇談会」を設け、地域の医療機関との連携を進

めている。 また、診療所等からの紹介予約制をと り、協力医療機関 

i 制度を導入しているが、 区内では 225か所の医療機関が協力医療機 

~関と して登録し、患者の紹介・逆紹介を行う とともに、多くの協力 

‘医療機関では、 「協力医療機関」のプレートを窓口に掲示して制度 

~の普及に努めている。 さらに、大塚病院では、講演会や症例検討会 

~並びに体験学習会を開催する等、生涯学習の場を提供して、地域の 

~開業医との連携を図っている。 

I 医療機関と保健所との連携については、母子保健事業の療育相談

や発達相談、成人保健事業の機能訓練や栄養相談、難病訪問診療等

いくつかの連携がとられているが、今後も医療関係団体との協議を 

l通じて、 医療と保健の相互の連携を充実していく必要がある。 

② 施策の方向 

区民に対し、 かかりつけ医師を持つよう普及啓発を行う ととも

に、 地域のプライマリ・ケアの充実を図る。 

いつでも適切な医療が一貫して受けられる医療体制を確保する

ため、 医師会等を中心と して医療機能の分担と連携の充実を図

る。 

7 9 

医療機関と保健機関との連携を充実する。 

③ 当面の方策 

区民にかかりつけ医師を持つよう、普及啓発を行う。 

病院と診療所、 あるいは診療所間の連携を図るため、医師会等

を中心と して医療機能連携の取組みを行う。 

( 2 ） イ呆 イ建 医 ,寮 才幾 昌司 き二 葬ミ 后うくフフ イ受 害リ 

づ今 才旦 さニ キ幾 育旨 う車 才舞 

① 現状と課題 

医師・歯科医師と薬剤師がそれぞれ業務を分担する医薬分業は、 

処方の相互確認、投薬に対する患者への十分な説明、副作用などに

よる事故の防止、適切な薬剤の管理等、医薬品を有効かつ安全に使

用するうえから、 積極的に推進する必要があり、 区民に医薬分業の

意義について理解を深めるよう働きかけていく必要がある。 

平成 2 (1990）年の厚生省医療施設調査によれば、 院外処方せん

を発行している区内の医療機関は、病院 10か所（ 40% ) 、一般診療

所 141か所 （33.8%) 、 歯科診療所 160か所 （62% ） となってお

り、 全体で 44.4％の医療機関が院外処方せんを発行している。 ま

た、 外来患者全部に院外処力せんを発行しているのは、 病院 3 か 
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所、一般診療所 47か所、歯科診療所84か所で、全体では 19.1％とな

っている。 

一方、処方せん受入れ側である区内の薬局は、 144か所であり、 

そのほとんどが保険調剤薬局の指定を受けている。 また、 日本薬剤

師会では、平成 2 (1990）年 4 月から、地域住民の薬歴簿を備え

て、個人別のデータを作成し、あらゆる病院・診療所からの処方せ

んを受け付け、服薬指導を行って、医薬分業の受け皿づく りを進め

るため、基準薬局制度を設けている。認定は各都道府県薬剤師会が

行っているが、豊島区では 69か所の薬局が認定を受けている。薬剤

師が、患者の体質や過去の薬使用歴などを把握することによって、 

処方内容の点検や、高齢者等のかけもち受診で起こ りがちな薬の重

複使用の予防などが図れる家庭薬局（いきつけ薬局）を区民が持つ 

必要がある。 

豊島区薬剤師会は、昭和51 (1976）年に医薬品管理センターを設

立し、 医薬品の備蓄、 医薬品情報の収集と伝達、調剤実務の研修等

を行っている。今後、 医師会、歯科医師会、薬剤師会等が連携協力

し、 これらの薬局及び医薬品管理センターの有効活用を図ってレ、く 

必要がある。 

② 施策の方向 

医薬分業の推進を図る。 

81 

③ 当面の方策 

医薬分業を推進するため、 区民が家庭薬局（いきつけ薬局）を

持つよう、普及啓発活動を進める。 

医療機関と薬局の協力体制づく りを推進する。 

( 3 ） イ呆 健 医 ,寮 J「青 幸侵 シ ス テ ム qフ 

整ィj請 

① 現状と課題 

区民の保健医療や福祉に関する情報への需要は増大しており、 こ

れらのニーズに的確かつ迅速に対応するためには、 保健医療情報

や福祉情報の収集と提供の機能を充実することが必要である。現状

では、 区民の要望に対して、保健所、福祉事務所、区民相談コーナ 

ー等で個別に対応しているが、今後は、保健所や高齢者介護相談セ

ンター等を中心と した保健・医療・福祉の情報ネッ トワーク体制を

作ると ともに、情報の収集に努める必要がある。 

東京都では、平成 3 (1991）年 3 月に「東京都保健医療情報セン

ター‘ひまわり」をスタートさせて、 ア 医療機関情報、 イ 夜間 

休日診療機関情報、 ウ 救急通訳サービス事業、ェ 保健医療に

関わる相談窓口情報、 オ 保健医療に関する諸制度情報、 カ アィ

バンクなどの各種バンク情報、 キ 患者団体、 家族会等の情報を提 
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~供しており、平成 5 年度からは「東京都健康プラザ」で本格稼働し 

lている。 

~ 在宅ケアを中心と した地域ケア体制を構築していく うえでも、保 

~健 医療 福祉情報のシステムイヒは より一層必要であり、 「東京

都保健医療情報センター・ひまわり」とのネッ トワークを整備する

と と もに、他の福祉情報システム等とのネッ トワーク化を図り、 区

民が気軽に必要な情報を入手できる体制をつく っていく必要があ 

る。 

~ 

~ 
~ 

② 施策の方向 

区 民がいつでも、 どこでも必要な情報を得られるよう、情報提 

供体制の整備を図る。 

③ 当面の方策 

「東京都保健医療情報センター・ひまわり」とのネッ トワーク

化を図り、 区民や医療機関が必要な情報を迅速に入手できる体制

を作っていく。 

成人保健等の各種健康診査結果のデータベース化等によ り、保

健指導や栄養指導など保健所業務との連携のシステム化を図る。 

高齢者介護相談センターを中心とした在宅要介護高齢者支援の

情報ネッ ト ワーク化を図る。 
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鯛与 E5 イ呆イ建医’雰要 さニ ネ冨ネ止く2フう車携 に 

去誓づ く 土也垣父づ71 アイ本市リく2フ盛冬イ庸 

① 現状と課題 

豊島区における人口の高齢化の進展は著しく、特に後期高齢者の増加に

伴い、 「寝たきり高齢者」等の要介護高齢者が増加している。 

後期高齢者の特性として、一人でいくつもの疾病を持っているうえ、加

齢に伴う心身機能の低下等生活障害も持ち、保健医療と福祉の両方のニー 

ズを併せ持っていることが多い。 

豊島区におlナる要介護高齢者の現状は、平成 4 (1992）年 1月現在、高齢

人ロ34. 437人（総人口の14.0% ）で、その中で、寝たきり高齢者（高齢者

福祉手当受給者）は 1・069人（高齢人ロの 3.1% ）で、在宅痴呆高齢者は 

L806人（高齢人口の 5.2% ）と推計されている。 

一方、要介護高齢者の家族状況を平成 3 (1991）年度の訪問看護指導事業

の新規認定者（94名）の状況から見ると、一人暮らし 7人（ 7.4% ) 、老

夫婦のみ 22人（23.4% ）となっている。また介護者の年齢を見ると、60歳

以上が61人（64.9% ）であるなと介護者の高齢化や、女性の社会進出等に

よる家庭介護機能の低下が問題となっている。 

このような在宅要介護高齢者等に対する区の保健医療施策として、訪問 

看護指導事業（訪問リハビリを六む。）、在宅高齢者歯科訪問診療事業、 

84 

リハビリ体操教室等を実施している。 

福祉部門における在宅サービスとしては ホームヘルプ事業を始め、巡

回入浴サービス 日常生活用具の給付等多岐にわたっている。また、施設

ネ冨祉サービスとしては、特別養護老人ホームへの入所及びショートステ

イ、高齢者在宅サービスセンターにお‘ナる、通所リハビリ、入浴 食事等 

のデイサービス事業等を実施している。 

また、保健‘福祉サービスの一体イヒを目指す高齢者介護相談センター 

が、平成 5 (1993）年 4 月に開設された。 

在宅療養を継続していくためには、在宅医療の確保が不可欠であるが、 

現状では、医療処置の必要な在宅療養者に対する往診医の確保が困難であ 

り、医師会、歯科医師会の協力のもとに、在宅療養を支える地域医療体制 

づく りが重要な課題である。さらに、在宅看護についても高度な知識、技 

術や濃厚なケア等が求められている。 

また、在宅療養を続‘ナてレ、くためには、住み慣れた地域の人達の温かい 

援助が必要である。行政サービスでは行えなレ、、きめ細かな援助を身近な 

ところで支援していく体制づく りをしていかなければならない。社会福祉

協議会等を中ノらに地域の人達との連携を図り、住民参加型の支援体制づく 

りの充実が課題となっている。 

在宅要介護高齢者及びその家族の多様なニー ズに対し、 適切かつ効果的

に対応していくには 保健 医療 福祉の連携を強化し、ニーズを共有し 
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~て一貫性のあるケアの展開が可能な体制づく りが必要である。特に、保健 	 ア 高齢者介護相談センター、保健所、医療機関、福祉事務所、高齢者在 

~・医療と福祉との連携が不十分な現状の中で、今後どのような連携体制を 	 宅サービスセンター、社会福祉協議会等の連携をさらに強化していくと 

~地域の中に整備していくかが重要な課題である。高齢者に対する保健・医 	 ともに、在宅介護支援センターの整備を図る。 

隣・福祉サービスを総合的に推進していくための連絡調整機能として、平 	 イ 介護‘看護の専門相談及び福祉’保健サービスの提供と調整を行う、 

~成 2 (1990）年度に「高齢者サービス調整チーム」が設置されたが、現在、 	 「高齢者介護キ目談センター」の機能の充実を図る。 

十分な機能を果たしていないため、運営の見直しが必要である。 	 ウ 高齢者サービス調整チームの見直しを行い、実効性、即応性のあるチ 

「老人訪問看護事業は 平成4 (1992）年 4 月に創設された制度であり 当 	 ー ムに再編成して 運営の活性イヒを図る 

~区においても老人訪間看護ステーションの早期設置を図る必要がある。 	 ェ 高齢者に対する健康診査、健康指導の充実を図るとともに、寝たきり 

~ 一方、在宅要介護高齢者に対する援助だけではなく、寝たきりにならな 	 予防のための啓発活動を充実していく。 

~いように、寝たきりを予防するための各種施策の展開が必要である。 	 オ かかりつけ医の普及や往診医の確保、在宅医療相談の実施等について 

~ 	 医師会と協議検討する。 

~ 
1 ② 施策の方向 	 力 緊急時ベッ ドの確保等を図る。 

ア 保健・医療・福祉の連携強化と地域ケア体制の整備を図る。 	 キ 病院等との協力体制のもとに高度看護技術の講習会等を実施し、保健 

「ィ 寝たきり予防のための啓発活動の充実を図る 

~ウ 在宅医療が確保できるよう地域医療ンスブムの充実を図る 

~ェ 在宅要介護高齢者の状況に応じ大ケアができるよう訪問看護等の整備 

~を図る 

~オ 地域ぐるみの支援体制を推進してレ、く 

I 	 くためのネッ トワークを充実していく。 

③ 当面の方策 
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~ 
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イ呆 イ建［医 療 基 盤登くフフ 売三 実 

人口の高齢化、疾病構造の変化などに伴う保健医療需要の増大 

多様化、健康づく りの推進、在宅医療やリノ、ビリテーション医療の

必要性の増大、保健医療サービスと福祉サービスとの連携の必要性

など保健医療をめぐる環境の変化に対応し、 区民がいつでもどこで

も適切な保健医療サービスが受けられるように、保健医療基盤の充

実、並びに施設機能の分担と連携を図る必要がある。第一には保健

医療施設の整備と第二には保健医療従事者の資質の向上の両面にお

いて、一層の推進を図る必要がある。 

ービスのあり方を見直すと ともに、 区民に開かれた保健所を目指

し、施設、設備面等の充実を図り、機能を強化していく。池袋保

健所の改築についても検討を進める。 

地域的利便を考慮し、巣鴨地区に保健相談所（保健センター） 

を設置する。 

今後ま すま す増加の予想太わ ス但健．匠雌豆．,亘 iL, -' ii -ヘ フ にプ＝ゴ 

	

ノ 	7 1づく a - ’よ’」官刀 I V) r 芯ミ a れる保健’医療・福祉に係わる区民 

のニーズに対応するため、 相談等の体制を充実させると と もに、（ 

医療機関や福祉部門との連携を強化する。 

ェ 職員の技術的水準の向 トを図り、 袖士或 (7、ニーフ、,?' 白 <i 1'k 4、ーへこコユ市 

	

ー 	門日A ハ vノ］xrlり口J 'J\ L= Vノ凹工て 2s」リ、 J1i I のニースに的確かつ迅速 
~  

に対応する。 	 I 

( 1 ） イ呆 イ建 医 療方也 言受くzフ 整ィj請 

① 保健所 

豊島区には、 2 か所の保健所が設置され、疾病の予防、 健康増

進、環境衛生等、地域の中核的な保健サービスの機関として区民の

生活と健康に密着した諸事業を実施しているが、本格的な高齢社会

の到来、 区民の健康に関するニーズの多様化、高度化等社会的条件

が変化している中で、保健所もそれに対応した保健サーピスのあり

方を見直し、機能強化を図っ ぐいく必要がある。 

そのために次のような方向 ぐ施策の整備充実を図っていく。 

ア 各種保健サービスに対●るニーズの多様化に対応して、 保健サ 

8 8 

② 老人保健施設 

豊島区においても、病院における治療終了後、 リハビリテーショ

ン医療を受けながら在宅療養を目指す中間施設として、身近な地域

に老人保健施設を整備し、要介護高齢者の自立の支援を図っていくI 

必要がある。そのために関係団体との協議を行い、老人保健施設の

設置に向けて検討を進める。 

③ 老人訪問看護ステーショ ン 

要介護高齢者が在宅で療養できる体制を整備していく ために、訪

間看護ステーシ ョ ンの設置を推進 してい く 必要がある。 平成 5 

(1993） 年度に 1 か所設置する計画である。 
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④ 健康増進センター（仮称） 

区における健康づく りの諸活動を展開するために、健康相談、健

康教育、健康づく りのための運動指導や実践等ができ、 さらに、 リ

ノ、ビリ機能を併せ持つ、総合的な健康づく り、保健サービスの場と

して、健康増進センター（仮称）を設置し、 区民の健康づく りの拠

点とする。 

長崎保健所の検査課業務について、各種疾病の予防や有害食品、 

水質などに起因する衛生上の危害発生防止のため、検査機能の一層

の充実を図っていく。 

( 2 ） イ呆 イ建 I寒,寮 我亡 事 者くフフ 資 質くフフ 

rj 」二 

⑤ 健康診査センター（仮称） 

各種健康診査、各種がん検診事業の拡充や検査内容の充実等、保

健サービスの一層の充実を図るため、健康診査センター（仮称）を

整備していく。 

⑥ 口腔保健センター（仮称） 

在宅の寝たき り高齢者等、通常の歯科治療を受けることのできな

い人に、 できる限り地域において歯科診療が受けられる体制を整備

するため、 口腔保健センター（仮称） を設置する。 

保健医療供給体制の整備にあたっては、保健医療サービスの担い

手である保健医療従事者の確保及び資質の向上が緊急な課題となっ

ている。 

人口の高齢化、疾病構造の変化、心と体の健康づく りの重視等保

健医療に係わる需要は増大する一方で、特にこの問題に対応する看

護職員は、将来にわたりかなり不足するとみられている。豊島区と

しても、 マンパワーの確保、質の向上に向けて対策を立てていく と

ともに、 国や東京都の取り組みを要請していく必要がある。 

⑧ その他 

① 医師、歯科医師 

休日診療所及び歯科休日応急診療 	 豊島区における医師、歯科医師は、人口10万対医師 252.0人、歯 

科医師 121.8人と国の目標値である人口 10万対それぞれ 150人、 50 

人を上回っているものの、今後、医療の進歩や医療動向の変化に対

応していく ため、 一層の資質の向上が重要であり、 医療関係団体が 
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⑦ 休日診療所 

救急医療体制の充実のために、休日診療所及び歯科休日応急診療

所の整備を進める。 



行う研修等に対し、必要な協力を行っていく。 

② 薬剤師 

全国平均を大き く上回り、人口10万対 262.3人と充足して(I、る。 

今後、薬剤師会を中心に医薬分業の推進や技術の向上等を図ってい

く 

③ 看護職員（保健婦、助産婦、看護婦） 

需要の増加予想に対し、若年人口の減少、厳しい就労条件等で今

後の看護職員の確保の困難が懸念されている。看護職員の量的確保

とともに質的充実を図る必要があり、養成力の拡充強化、潜在看護

職員の就業促進・活用、離職防止のための職場環境の整備改善の指

導等を国や東京都に要望するとともに、 区においても、豊島区医師 

会立看護高等専修学校への支援の充実のほか、独自の確保対策を検

討していく。 

④ 理学療法士・作業療法士 

医療の高度化、高齢者保健福祉推進10か年戦略等による需要の拡 

大を受け、 不足の状況にある,，地域リノ、ビリテーショ ン医療推進の

ために、 その確保対策と活動分野の拡大を図っていく。 

⑤ 歯科衛生士 

歯科保健対策は、保健医療の一環として今後一段と重視されると

考えられるが、 それに伴い、歯科衛生士の役割は重要になってきて 

いる。有資格者の就業促進を推進するなど、 その確保を図るととも

に、資質の向上を図るための対策を検討する。 

⑥ 栄養士 

今後重要性を増していく健康づく り対策の中で、成人病予防の観

点からも「食」の問題の占める位置は大きく、栄養士の役割は重要 

である。今後、有資格者の有効活用や資質向上のための施策の充実

について検討する。 

⑦ その他の保健医療従事者 

最近の医学、 医療技術の進歩等に伴い、多数の医療関係職種（医

療ソーシャルワーカー、 言語療法士、救急救命士等）が生まれてい 

る。専門職種の有効活用を図るとともに、必要数の確保、養成等を

国へ要望していく 

9 2 
9 3 



言十 1亘可くフフ 手佳 う焦 	 係者が協議するため、 「豊島区地域保健医療計画推進協議会」 （仮 

称）を設置する。 

区西北部保健医療圏地域保健医療計画（豊島区編）は、東京都保

健医療計画の着実な実施・推進を図るため、豊島区内の保健医療機

関、福祉機関、 医師会等関係団体の協力のもとに、豊島区の特性や

実情に即した保健医療サービスの推進や医療施設相互間の連携、保

健医療と福祉サービスの連携策など、具体的施策を計画的に推進す

ることを目的と して策定されたものである。 

そのため、次のような方策によって、 この計画の着実な推進を図

る。 

① 計画の周知と情報の提供 

この計画を、 区民をはじめ、保健医療機関、福祉機関、医師会等

関係団体の関係者に周知し、理解と協力を求めると ともに、保健医

療及び福祉に関する情報を積極的に提供する。 

② 計画の着実な実施 

この計画の着実な実施・推進を図るため、計画に基づく事業の進

捗状況を集約し、進行管理を行うと ともに、社会情勢の変化等に対

応して、 5 年以内に再検討を加え、必要に応じ改定を行う。  

④ 国等への要望 

この計画の推進に当たっては、現行制度に様々の制約もあり、国

等に対して制度の改善や財政措置の拡充などを要望していく必要が

ある課題も多い。今後も区長会等を通じて国等に要望していく。 

③ 協議組織の設置 

この計画の総合的かつ円滑な推進のため、必要な事項について関 
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「 	 【区ゼ互ゴヒ音B イ呆イ建 医 ,寮 匿I 	 1 
‘ 豊島区：封」I垣虻イ呆イ建医療 f男み言義会名簿 」 

氏 	名 現 	 職 	等 

会 	長 前 田 和 甫 帝京大学医学部教授 

副 会 長 関 谷 行 子 東京都予防医学協会参与 

第―部会長 福 渡 	靖 順天堂大学医学部教授 

第二部会長 古谷野 東京都老人総合研究所社会学研究室長 

藤 村 尚 宏 東京武蔵野病院診療部長 

仲 谷 誠ー郎 豊島区医師会 

深 沢 伯 英 豊島区医師会 

田 中 	順 豊島区医師会 

進 士 雄 二 豊島区医師会 

石 田 義 雄 豊島区歯科医師会 

中 島 章 暗 豊島区歯科医師会 

韮 沢 康 雄 豊島区薬剤師会 

亀 谷 麟興隆 都立大塚病院副院長 

演 野 朝 正 豊島区社会福祉協議会事務局次長 

高 橋 昭 平 豊島区身体障害者福祉協会事務局長 

安 井 健 ニ 豊島区高齢者クラブ連合会常任理事 

山 田 玲 子 としま 150プラン区民会議委員 

梅 田 にん子 パーキンソン病友の会豊島支部事務局長 

岩 倉 登美子 訪問看護指導員 

小 島 圭 介 豊島消防署長 

水 野 明 信 豊島消防署長 	（平成 5年4月 1日より） 

川 島 	滋 福祉部長 

今 村 勝 ti 

根 岸 訓 ii 

福祉部長 	（平成 5年4月 lEはり） 

教育委員会事務局次長 

荒 井 正 典 衛生部長 

丸 山 	惰 池袋保健所長 

森 	智 代 長崎保健所長 

【 市余 言寸 糸蚤 う皿 】 

(1）協議会 

日 	程 検 	討 	事 	項 

第 1 回 平成 4 年 6 月 12日 会長、副会長の選出、今後の運営にっいて 

第 2 回 平成 4 年 7 月 30日 部会報告 

第 3 回 平成 4 年11月 27日 部会報告 

第 4 回 平成 5 年 2 月 12日 部会報告 

第 5 回 平成 5 年 4 月 9 日 素案検討 

第 6 回 平成 5 年 4 月 16日 素案検討 

第 7 回 平成 5 年 7 月 9 日 計画答申にっいて 

(2）部 会 

〔第一部会］ 

日 	程 検 

第1回

第 2回

第 3回

第4回

第 5回 

平成4年7 月 2日

平成4年9 月11日

平成 4年9 月25日

平成 4年12月17日

平成 5年1月29日 

第4 

第4 

第4 

第4 

第 6 

保健医療対策の充実 	（11）障害者保健医療対策等 

保健医療対策の充実 	（1）健康づくり対策等 

保健医療対策の充実 	（4）成人・高齢保健対策等 

保健医療対策の充実 	（6）歯科保健医療対策等 

保健医療と福祉の連携に基づく地域ケア体制の整備 

I 

［第二部会〕 

日 	程 検 

討 

事 

項 

第 1回

第 2 回

第 3回

第 4回 

平成4年7月 3日

平成 4年 9月17日

平成4年12月18日

平成 5年1月21日 

第4 保健医療対策の充実 	（7）結核感染症対策等 

第4 保健医療対策の充実 	（20）リハビリ医療体制の整備等 

第 5 保健医療機能の連携の推進等

第8 保健医療基盤の充実 


